
（２）施策評価

①　対象

②　実施時期

　施策幹事部長及び教育委員会による評価 令和７年５月及び７月

③　評価に用いたデータ等

　○成果指標の達成状況及び経過検証指標

　○施策に関連する統計データ

　○令和７年度県民意識調査の結果

④　評価に用いた観点及び判定基準

（１）定量的評価

成果指標の達成状況から定量的に判定する。

【成果指標の達成率の判定基準】

【定量的評価の判定基準】

　なお、判定結果の平均点は実績値が未判明となった成果指標を除いて算出する。

ア 実施状況

　「新秋田元気創造プラン」の重点戦略及び基本政策に掲げる36の施策

配点 判定基準

4点 　達成率が100％以上

3点 　達成率が90％以上100％未満

2点 　達成率が80％以上90％未満

1点 　達成率が70％以上80％未満

0点 　達成率が70％未満

ｎ 　実績値が未判明

評価結果 判定基準

ａ相当 　判定結果の平均点が3.6点以上

ｂ相当 　判定結果の平均点が3.2点以上3.6点未満

ｃ相当 　判定結果の平均点が2.8点以上3.2点未満

ｄ相当 　判定結果の平均点が2.4点以上2.8点未満

ｅ相当 　判定結果の平均点が2.4点未満
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（２）定性的評価

　

（３）総合評価

　考慮すべき場合には、経過検証指標の状況や施策の成果、外的要因等から判定する。

評価結果 判定方法

ａ

　　原則として、定量的評価（成果指標の達成状況）により総合評価を決
　定する。ただし、考慮すべき定性的評価の要因（経過検証指標の状況や
　施策の成果、外的要因等）がある場合には、その内容を明らかにした上
　で、総合的な観点から決定する。

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ
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イ 施策評価結果の概要及び評価結果の反映状況

■戦略１　産業・雇用戦略
目指す姿１　産業構造の変化に対応した県内産業の競争力の強化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
Ｍ＆Ａ成約企業数（社）

目標 30

達成率

30 30 30

123.3%

実績 28 24 37 53 64

176.7% 213.3%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性①】
事業承継計画の策定件数（件）

目標 250

実績 245 166 368 409 111

250 250 250

達成率 147.2% 163.6% 44.4%

38

出典：県調べ 指標の配点 4 4 0

43

③

【施策の方向性②】
ＩｏＴ等を導入した企業の割合（％）

目標 29 33

実績 19 27 33 37 43

達成率 113.8% 112.1% 113.2%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

2,663 3,420

2,650

④

【施策の方向性③】
産業技術センターにおける技術指導・相
談件数（件）

目標 2,600

3,5552,267 2,769

2,700 2,750

達成率 136.7% 100.5% 126.7%

実績

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

⑤

【施策の方向性④】
経営革新計画の承認件数（件）

目標 20

実績 3 22 10 12 16

21 22 23

達成率 50.0% 57.1% 72.7%

34

出典：県調べ 指標の配点 0 0 1

37

⑥

【施策の方向性⑤】
貿易支援機関等による海外展開支援件数
（件）

目標 28 31

実績 30 34 34 32 24

達成率 121.4% 103.2% 70.6%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 1

18.9 19.5

20.0

⑦

【施策の方向性⑤】
東北管内における秋田港国際コンテナ貨
物取扱量のシェア（％）

目標 19.5

20.220.2 19.4

20.5 21.0

達成率 103.6% 94.5% 95.1%

実績

出典：県調べ 指標の配点 4 3 3

⑧

【施策の方向性⑥】
プロフェッショナル人材戦略拠点を通じ
た人材マッチング成約件数（件）

目標 55

実績 43 55 93 148 127

58 61 63

達成率 169.1% 255.2% 208.2%

出典：（公財）あきた企業活性化センター「事業報告書・収支決算書」 指標の配点 4 4 4

70.0

⑨

【施策の方向性⑥】
キャリアコンサルティング利用者の就職
率（％）

目標 64.0 66.0 68.0

実績 55.2 58.8 38.1 38.6 50.8

達成率 59.5% 58.5% 74.7%

625 650 675

出典：県調べ 指標の配点 0 0 1

489 558 643 718
⑩

【施策の方向性⑥】
技術専門校における在職者訓練の受講者
数（人）

目標 600

達成率 93.0% 102.9% 110.5%

実績 547

出典：県調べ 指標の配点 3 4 4

⑪

【施策の方向性⑦】
開業率（％）

目標 2.9

実績 2.5 2.7 2.3

3.0 3.1 3.2

2.3 2.1

達成率 79.3% 76.7% 67.7%

出典：秋田労働局「雇用保険産業別適用状況」 指標の配点 1 1 0
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

－ －

出典：経済産業省「経済構造実態調査」

－ －

出典：経済産業省「経済構造実態調査」

②

製造業の付加価値額（従業員４人以上の
事業所）（億円） 実績 4,942 5,794 (6,985)

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

製造品出荷額等（従業員４人以上の事業
所）（億円） 実績 12,862 13,078 (15,761)

2019
（Ｒ元）

2020
（Ｒ２）

総合評価 評価理由

ｅ
　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.36で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

経過検証指標 年度

①

②

③

⑤

⑥

⑦

県内における起業の多くは、地域に密着した小
規模な経営形態であるため、雇用の大幅な拡大
（開業率の増加）につながっていない。

人材面、資金面の制約に加え、近年の国際情勢
の悪化や原材料価格、エネルギー価格の高騰も
あり、県内中小企業が海外展開を目指すにあ
たってのハードルが高くなっている。

海外展開の初期段階への支援を継続するほか、商工会議所
等支援機関の人材育成や支援機関が実施する事業への支援
を通じて、県内企業が海外展開に取り組みやすい環境整備
に努めていく。

人手不足が深刻な本県において、県内企業が新
事業の創出や新たな販路開拓等を図るために
は、優れたスキルや経験を有する外部人材の活
用が有効であるが、積極的に取り組む企業はま
だ少ない。

県内企業に対し、人材紹介会社との連携によりプロフェッ
ショナル人材の獲得や副業・兼業人材の活用を促すほか、
首都圏在住の副業・兼業人材を本県に招き、県内企業との
マッチング強化に向けた交流会を開催するなど、県内企業
による外部人材活用への支援を強化する。

開業後の事業拡大に向け、商工団体等と連携したフォロー
アップを実施するとともに、AKISTAプラットフォームを通
じてスタートアップの創出・成長を支援し、地域における
雇用の創出につなげていく。

在職者等のスキルアップに向けた職業訓練やリスキリング
への支援を行うとともに、県内企業が大卒者等を経営の中
核を担う人材へ育成する取組を促進するほか、外国人材の
受入に向けたサポートセンターを運営することで、県内企
業の人材確保・育成を支援する。

人口減少や高齢化の進展に伴い、将来にわたっ
て生産年齢人口の減少が見込まれ、県内企業で
は広範囲な分野で人手不足の状況が続いている
ほか、在職者のキャリアコンサルティング利用
が増えるなど、求職者に限らない幅広い支援が
求められている。

物価上昇や人手不足をはじめとする昨今の社会
経済情勢の変化に柔軟に対応していくため、新
たなビジネスの創出等に向けた製品開発の促進
など、幅広い分野での研究開発の取組が重要度
を増しているが、県内企業においては、人的資
源や資金面での制約から、その取組が十分とは
言えない。

県内大学やＪＡＸＡ、公設試験研究機関等の技術・研究
シーズと県内企業ニーズのマッチングを進めるとともに、
女性・若手研究者の育成や継続的な成長が見込まれる先端
科学技術分野（ＤＸ、ＡＩ、ＧＸ等）のイノベーション創
出に資する研究に対し資金を提供することで、県内企業の
産学官連携による研究開発を促進する。

経営革新計画は、事業者が新たな事業活動を行
うことで経営の向上を図ろうとして作成するも
のであるが、その承認件数は低調となってい
る。

ハード・ソフトへの助成と伴走支援により、地域経済の底
上げや好循環に大きな役割を果たす地域のリーディング企
業を創出し、県内企業の生産性や企業価値の向上等の活性
化を図る。

革新的な事業を行うためには、中核的な人材が
必要であるが、その役割が期待される大学進学
者等の人材は、卒業後に県外で就職する傾向が
顕著である。

企業の中核人材となる大学等の新卒者及び既卒者（原則35
歳未満のＡターン者）の確保・定着に向け、県内企業によ
る職場環境の整備や新たな事業展開等を支援する。

④

県内企業では経営者の高齢化（社長平均年齢
62.6歳は全国１位。全国平均60.7歳）に伴い、
世代交代（後継者不在率72.3％は全国ワースト
１位。全国平均52.1％）の時期を迎えており、
雇用の確保や優れた技術・ノウハウ等の貴重な
経営資源を継承する上で、後継者の確保や円滑
な事業承継が大きな課題となっている。（出
典：帝国データバンク2024年12月及び2025年3月
調査）

事業承継サポート推進員による事業者訪問及び相談対応の
ほか、Ｍ＆Ａ支援事業費補助金等を活用した企業支援を促
進するとともに、秋田県事業承継・引継ぎ支援センターな
どの支援機関と連携しながら、引き続き事業者のニーズに
応じた最適な事業承継支援を行っていく。なお、国による
事業承継計画書策定の高度化を目的とした様式廃止に伴
い、各支援機関の計画策定支援件数が大幅に減少したこと
に対応し、事業承継・引継ぎ支援センターによる各支援機
関に対する具体的な指導の強化を図る。

経営課題（生産性向上や業務効率化、コスト削
減等）の解決手段として、デジタル技術を活用
していない事業者が依然として多く、その理由
として、導入効果が見えにくいことが挙げられ
ている。

成果を上げている県内事業者の好事例を紹介する解説動
画・記事を制作し、普及を図るほか、ＤＸ戦略策定・実行
のための伴走支援に取り組むことで、経営課題の解決に向
けたデジタル技術の活用を促進する。

デジタル技術の導入が進まない要因として、従
業員のスキル不足を問題視する事業者の割合が
高くなっている。

ＡＩ技術体験研修会やデジタル人材を育成する研修プログ
ラム、生成ＡＩの実践型研修会の実施等により、企業人材
のデジタルリテラシーの向上を図る。
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出典：経済産業省「経済構造実態調査」

出典：厚生労働省「薬事工業生産動態統計」

③

医療機器関連製造業の製造品出荷額等
（従業者４人以上の事業所）（百万円） 実績 61,494 62,838 (59,351) － －

出典：県調べ

②
医療機器の生産金額（百万円）

実績 121,285 82,004 (92,172) (90,249) －

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

風力発電設備に関するＯ＆Ｍ従事者数
（人） 実績 113 130 199 222 232

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

目指す姿２　地域資源を生かした成長産業の発展

①

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

【施策の方向性①】
輸送用機械器具製造業の製造品出荷額
（億円）

目標 1,427 1,485 1,545 1,607

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

実績 1,321 1,212 1,472 1,644 1,783

達成率 103.2% 110.7% 115.4%

4 4

807,889 904,489 904,489

実績 578,189 648,549 794,619

出典：県調べ 指標の配点 4

798,889 895,489
②

【施策の方向性②】
風力発電設備の導入量（累積）（㎾）

目標 799,349

達成率 99.4% 98.9% 99.0%

26 28 30

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3

③

【施策の方向性③】
情報関連産業の新商品開発企業数（社）

目標 24

79.2%

16実績 15 16 19 16

達成率 61.5% 57.1%

出典：県調べ 指標の配点 1 0 0

372 402 434

④

【施策の方向性③】
情報関連産業の売上高（億円）

目標 345

実績 295 296 273 292 301

達成率 79.1% 78.5% 74.9%

13 12

出典：県調べ 指標の配点 1 1 1

⑤

【施策の方向性④】
医療福祉・ヘルスケア関連産業への新規
参入企業数（社）

目標 10

実績 36 22

出典：県調べ

12

10 10 10

達成率 130.0% 120.0% 120.0%

指標の配点 4 4 4

⑥

【施策の方向性①～④】
成長産業における雇用創出数（人）

目標 358 361 380 391

実績 304 253 419 440 404

達成率 117.0% 121.9% 106.3%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

評価理由

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.67で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

総合評価
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

県内輸送機関連企業の競争力の強化及び受注機
会の拡大を図るに当たって、新規取引拡大に意
欲的に取り組む企業がまだ少ない状況にある。

県内全域の企業を対象として、引き続き発電事業者・メー
カーとのマッチング支援、アドバイザーの派遣、人材育成
への助成等を行うとともに、関連企業の立地や浮体式を含
む案件形成に向けた取組を強化し、風車の部品製造、建設
工事、メンテナンス等における県内サプライチェーンの構
築を図りながら、県内外からの投資を促進し、県内への経
済効果の最大化につなげていく。

企業の中核人材を育成する研修会や、中京圏等の自動車
メーカーと県内企業のビジネスマッチングのためのコー
ディネーターの配置、自動車メーカー等との取引のための
設備導入補助金等、人材育成、研究開発、営業力の向上、
生産性の向上に係る各種支援を推進する。

洋上風力発電事業について、関連産業への県内
企業の参入促進と、県内全域への経済効果の波
及を求める声が高まっている。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

④

①

②

③

参入に必要な知識やノウハウ等を習得するセミナーの実施
や医療従事者による医療ニーズの発表、大手医療福祉機器
メーカーＯＢ等をアドバイザーとした伴走支援と商談機会
の創出により、県内企業の医療福祉分野への参入を促進す
る。

事業規模の拡大や経営基盤の整備に係る取組を支援するこ
とにより、県内ＩＣＴ企業の競争力強化を図る。また、県
内ＩＣＴ企業と学生との接触機会を増やす取組により、人
材の確保・育成を図る。

医療福祉関連産業について、高い品質管理体制
や関連法令等の知識・ノウハウのほか、医療や
福祉の現場ニーズの把握が必要なため、対応で
きる企業が少なく、参入が進んでいないことに
加え、販路開拓が不十分である。

全国の情報関連産業の市場規模は大きな伸びを
見せているものの本県の伸び率は低く、全国に
占める割合も、売上高・従業員数共に極めて低
い状況にある。
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－

出典：県「秋田県県民経済計算」

－ －

出典：経済産業省「経済構造実態調査」

－②
商業・サービス業の県内総生産（億円）

実績 9,474 8,647 (8,702)

①

食料品・飲料等の製造品出荷額等（従業
者４人以上の事業所）（億円） 実績 1,335 1,162 (1,300)

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

目指す姿３　歴史と風土に培われた地域産業の活性化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
食品製造事業者の取引先マッチング成約
件数（件）

目標 10

達成率

10 10 10

100.0%

実績 - 7 10 10 10

100.0% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性②】
伝統的工芸品の生産額（百万円）

目標 1,550

実績 1,854 1,541 1,385 1,388 1,208

1,600 1,700 1,860

達成率 89.4% 86.8% 71.1%

2,980

出典：県調べ 指標の配点 2 2 1

3,000

③

【施策の方向性③】
商業事業者の販売額（億円）

目標 2,941 2,960

実績 2,928 3,453 3,548 3,629 3,661

達成率 120.6% 122.6% 122.9%

出典：経済産業省「商業動態統計」 指標の配点 4 4 4

136 147

150

④

【施策の方向性④】
県内建設業に就職した新規高校卒業者数
（人）

目標 150

154131 152

150 150

達成率 102.7% 90.7% 98.0%

実績

43 51

出典：秋田労働局「新規高校卒業者職業紹介状況」 指標の配点 4 3 3

⑤

【施策の方向性④】
ＩＣＴ活用工事の実施件数（件）

目標 40

実績 18 28

出典：県調べ

44

50 60 70

達成率 107.5% 88.0% 85.0%

指標の配点 4 2 2

⑥

【施策の方向性⑤】
リサイクル関連事業の製造品出荷額（億
円）

目標 352 365 378 391

実績 313 243 340 224 380

達成率 96.6% 61.4% 100.5%

ｃ

評価理由

出典：県調べ 指標の配点 3 0 4

総合評価

2023
（Ｒ５）
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 太陽光パネル等、今後、成長が見込まれる分野に係る設備
投資等を支援する。

リチウムイオン電池や再生可能エネルギー設備等のリサイ
クル拠点を形成するため、必要な調査や支援を行ってい
く。

非鉄金属関連のリサイクル産業は金属価格の変
動や為替差等の外的影響を受けやすく、原料調
達や製品出荷に波が生じやすい。

カーボンニュートラル社会の実現等、時代の
ニーズの変化に応じた事業の育成・支援が求め
られている。

令和７年度から開始する「インフラＤＸ推進事業」を幅広
く周知するほか、ＩＣＴ活用工事の指導、小規模工事向け
手引き作成・周知により「ＩＣＴ活用工事」拡大を図る。

工事現場の省力化による生産性向上のほか、安
全性や施工精度の向上を図るため、ＩＣＴ活用
を更に促進する必要がある。

電力等価格高騰により経営環境に大きな影響を受けている
事業者に対し、省エネルギー化又は省力化を図るための設
備更新・導入を支援し、中長期的な生産性向上と経営基盤
の強化を促進する。

産地等が行う国内外の販路開拓や新商品開発、人材育成等
の取組を支援するとともに、一定以上の技能等を有する者
を「秋田県認定工芸士」等として認定する制度を継続して
実施する。また、伝統的工芸品産業の魅力を国内外の幅広
い層に訴求するため、映像制作やデジタル活用セミナーの
開催等により産地等におけるデジタル活用を促進すること
で情報発信力の強化を図る。

令和６年度から新たにデジタルを活用したリーディングカ
ンパニー育成事業を実施しており、県内の食品産業を牽引
する事業者の育成と生産性向上に向けた取組の支援を行
う。併せて、原材料等の価格高騰の影響を受けている食品
事業者による商品改良等の取組を支援し、収益構造の改善
を図る。

県内の商業・サービス業を営む事業者の多く
は、人手不足や原材料費の高騰等に加え、人口
減少と高齢化、さらには後継者不足などといっ
た複合的な困難に直面し、厳しい経営環境にあ
る。

伝統的工芸品産業の事業者数、従事者及び生産
額は減少傾向にあり、産地の持続化に向けた取
組が求められている。

県内食品製造業は、従業者数29人以下の小規
模・零細な事業所が約８割を占めており、製造
品出荷額は全国でも低位にとどまっている。ま
た、近年、原材料等の価格高騰により、生産体
制の縮小を余儀なくされるなど、経営に影響を
及ぼしている。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

②

③

④

⑤

新卒者の県内建設業への就職を促進するため、工業高校は
もとより、普通高校等においても出前説明会等を開催して
マッチングを強化するほか、イベントや各種媒体を通じて
建設産業の魅力向上を促進し、県内建設業への入職増加に
努めていく。

新規高卒者が減少傾向にあり、新卒者の県内建
設業への就職者も減少している。
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○ ○

○ ○

○ ○

目指す姿４　産業振興を支える投資の拡大

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

27 27 27

①

【施策の方向性①】
企業の誘致件数及び誘致済企業等による
施設・設備の拡充件数（件）

目標 27

実績 28 25 32 29 24

達成率 118.5% 107.4% 88.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 2

②

【施策の方向性①】
企業誘致等による雇用創出数（人）

目標 900

実績 887 474 1,607 819 641

900 900 900

達成率 178.6% 91.0% 71.2%

出典：県調べ 指標の配点 4 3 1

6

③

【施策の方向性②】
洋上風力発電における港湾の利用件数
（累積）（件）

目標 2 4 6

実績 0 2 2 4 7

達成率 100.0% 100.0% 116.7%

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.33で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

人口の社会減を抑制する上で、Ａターン者や若
者等が働きたいと望む、人を呼び込める企業が
不足している。

若者等のＡターンや人口流出の抑制につながる魅力的な雇
用の場を確保するため、一定程度の雇用吸収力があるな
ど、県外から県内への労働移動等が見込まれる産業（輸送
機関連、新エネ関連等）を主軸としつつ、ＡＩ等の先進技
術を活用するスタートアップ企業等も対象として誘致活動
を行う。

洋上風力発電事業等の建設やメンテナンス等の
需要の高まりなどを受けて、環日本海交流の拠
点となる港湾機能の強化が求められている。

基地港湾に指定された秋田港及び能代港の機能を最大限に
発揮し、今後事業展開される秋田沖等の洋上風力発電事業
においても港湾群として対応するため、能代港の整備を進
めるとともに、船川港の活用を推進する。

①
これまでの誘致進展により分譲可能な産業用地
が少なくなっていることや、国内全般における
労働力人口の減少を背景に、大規模な雇用計画
を有する企業の誘致が難しくなっている。

誘致実績件数については、昨年度、直近30年間で２番目に
多い16件となり、次世代太陽電池に関連する成長分野の企
業や県内有力企業の雇用維持・事業承継に結び付いた企業
の誘致が実現していることから、今後も積極的な誘致活動
を推進していくほか、洋上風力発電等の再生可能エネル
ギー源近傍における産業集積の拡大を目指し、再エネ工業
団地の整備とＰＲを進めていく。
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■戦略２　農林水産戦略
目指す姿１　農業の食料供給力の強化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①～⑤】
農業産出額（億円）

目標 1,822

達成率 91.7%

1,879 1,947 2,000

実績 1,931 1,898 (1,670) (1，779) R7.12月判明予定

94.7% -

出典：農林水産省「生産農業所得統計」 指標の配点 3 3 n

②

【施策の方向性①】
農業法人数（認定農業者）（法人）

目標 855

実績 705 788 845

890 925 957

884 901

3 3 3

98.8% 99.3% 97.4%達成率

③

【施策の方向性①】
新規就農者数（人）

目標

出典：県調べ 指標の配点

280

271 275 270

90.0%達成率

290 300

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3

310

実績 241 252

420 440 460 480

96.8% 94.8%

377 428 461 489
④

【施策の方向性②】
実用化できる試験研究成果件数（累積）
（件）

目標

達成率 101.9% 104.8% 106.3%

実績 345

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

⑤

【施策の方向性②】
環境保全型農業の取組面積（㏊）

目標 4,285

実績 1,519 4,204 4,485

4,326 4,368 4,410

4,631 4,740

4 4 4

104.7% 107.1% 108.5%達成率

⑥

【施策の方向性②】
ほ場整備面積（累積）（㏊）

目標

出典：県調べ 指標の配点

92,540

92,504 93,052 93,577

99.6%達成率

93,240 93,940

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3

94,540

実績 90,162 90,981

175 183 192 200

99.9% 99.8%

167 152 150 162
⑦

【施策の方向性③】
主要園芸品目の系統販売額（億円）

目標

達成率 86.9% 82.0% 84.4%

実績 154

出典：全農秋田県本部「秋田県ＪＡ青果物生産・販売計画書」 指標の配点 2 2 2

⑧

【施策の方向性③】
秋田牛の出荷頭数（頭）

目標 3,089

実績 2,872 2,844 2,972

3,203 3,323 3,683

3,111 3,137

3 3 3

96.2% 97.1% 94.4%達成率

⑨

【施策の方向性④】
サキホコレの作付面積（㏊）

目標

出典：県調べ 指標の配点

800

733 1,302 1,625

67.7%達成率

1,600 2,400

出典：県調べ 指標の配点 3 2 0

3,200

実績 - -

5.96 6.05 6.15 6.24

91.6% 81.4%

6.29 6.07 5.85 R7.12月判明予定

⑩

【施策の方向性④】
秋田県産米のシェア（％）

目標

達成率 101.8% 96.7% -

実績 6.07

出典：農林水産省「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針」 指標の配点 4 3 n

39,650

実績 36,917 35,841

出典：県調べ

41,039

達成率

39,900 40,150 40,400

35,85239,669

指標の配点 4 3 2

⑪

【施策の方向性④】
水田への作物作付面積（主食用米を除
く）（㏊）

目標

103.5% 99.4% 89.3%
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出典：農林水産省「６次産業化総合調査」

出典：県調べ

③
６次産業化事業体の販売額（百万円）

実績 20,800 16,409 (18,257) －

出典：農林水産省「農産物生産費統計」

②
米60㎏当たり生産費（円）

実績 10,100 10,200 (10,150)

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①
稲作の10ａ当たり労働時間（時間）

実績 21 21 (19)

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

(19) －

(11,360) －

(18,944)

総合評価 評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.83で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

250 250

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

223

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

⑫

【施策の方向性⑤】
農業者等と実需者の新規マッチング成約
件数（件）

目標 250

80.4% 88.4% 89.2%

250

実績 251 179 201 221

529

出典：県調べ 指標の配点 2 2 2

達成率

達成率
⑬

【施策の方向性⑤】
農産物の輸出額（百万円）

目標 368 447

4

165.6%

600

実績 278 290 435 517 876

⑭

【施策の方向性①、⑤】
農産物直売所の販売額（百万円）

目標

出典：県調べ 指標の配点

100.9%

6,630

100.8%

4 4

118.2% 115.7%

6,720 6,800

実績 6,274 6,378 6,598 6,686 7,896

6,540

117.5%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

②

③

④

就農者の成功事例等のコンテンツを充実させた県のポータ
ルサイトでの積極的な情報発信により、県内外からの就農
者確保の取組を強化するほか、トライアル就農制度を導入
し雇用のミスマッチ解消を図り、就農後の定着改善を進め
る。

早期の事前契約の推進により、集荷業者の販売数量の確度
を高め、需要を見極めつつ主食用米の安定供給に努めるほ
か、引き続き需要が見込まれる加工用米について、低コス
ト生産の推進により生産量の確保に努める。

特別栽培マニュアルに基づく技術指導や、ＡＩを活用した
ほ場管理システムの導入により、高品質・良食味米の安定
生産を推進するとともに、インナーブランディングの取組
等により新規生産者の掘り起こしや、既作付者の作付拡大
を図る。

労働力不足に対応するため、スマート農業技術の導入によ
り省力化を促進するほか、トヨタ式カイゼンの導入による
労務管理意識の向上や職場環境の改善などにより、効率的
な生産体制の構築を目指す。

高温条件下でも高品質・安定生産を実現するため、対策技
術の実証・普及を図るとともに、温暖化を逆手にとった新
たな有望品目の栽培技術の確立を推進する。

普及指導員を有機農業指導員として養成し、農家支援の充
実・強化を図るとともに、専門家や先進農家による研修会
の開催、優良事例の紹介など普及啓発を行う。

スマート農業技術については、実証ほの設置やウェブサイ
ト等での情報発信による啓発、スマート農機の導入支援に
より、生産現場への普及を推進するほか、大学や民間企業
と連携し、技術に対応した生産方式の確立等の研究を進め
ていく。

「あきたアグリヴィーナスネットワーク」等の女性若手農
業者を対象に商品開発支援や経営力向上を目的とした研修
会等を実施し、起業活動の件数確保と活性化を図る。

農業従事者の高齢化や人口減少により、労働力
不足や労務負担の増大が深刻化している。

主要な園芸作物では、近年の記録的な高温によ
り、収量の減少や品質低下等の深刻な影響が出
ている。

関係者間での進捗状況の共有を徹底するほか、マッチング
担当職員の後継を選定し、蓄積したノウハウの円滑な継承
を行うことで、マッチングの拡大に取り組んでいく。

６次産業化の更なる推進に向け、異業種連携を推進するプ
ラットフォームの形成を進めることとし、専門家からの情
報提供や事業者同士の交流等を行う全県研修会を開催す
る。また、メガ団地で生産される大ロットの品目を活用
し、全国展開を目指す新たな異業種連携のモデルの創出等
に取り組み、県内他地域への波及を目指す。⑤

環境保全型農業の取組面積は増加傾向にあるも
のの、有機農業については技術上の課題や労働
力不足等により、取組が停滞気味である。

スマート農業技術は、高度で機械も高価である
ため、導入を躊躇する経営体が多い。また、導
入した経営体においても、技術を最大限引き出
すような、ほ場の区画や栽植様式となっていな
い場合がある。

起業件数が減少傾向になっていることに加え、
個々の事業規模が小さく収益性を確保しにくい
状況にある。

新規就農者数は増加傾向にあるものの、農業の
労働力不足の解消には至っていない。また、新
規就農者のうち雇用就農は、独立自営就農と比
べて５年以内に離農する割合が高い。

農業者等と実需者との新規成約に向けたマッチ
ングにおける関係者間の情報共有が不十分であ
るほか、専門性を有するマッチング担当職員の
後継候補の見込みが立っていない。

農産物直売所の販売額は順調に増加しているも
のの、農業経営体が生産から加工・販売までを
担う６次産業化の取組はハードルが高く、販売
額は横ばいとなっている。

主食用米については、流通量の不足感や需要の
伸びによる価格高騰、それに伴う加工用米等か
らの転換の動きが見られるほか、国による備蓄
米の放出などにより、需給が見通しがたい状況
になっている。

「サキホコレ」を全国トップブランドとするた
め、令和７年度から特別栽培を標準化している
が、技術習得が必要なことなどから取組のハー
ドルが上がり、作付面積の伸びが鈍化してい
る。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

2024
（Ｒ６）

施策の方向性、指標名（単位）

目指す姿２　林業・木材産業の成長産業化

年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
新規林業就業者数（人）

目標 134

実績 146 122 135

134 134 134

149 152

4 4 4

100.7% 111.2% 113.4%達成率

②

【施策の方向性②】
再造林面積（㏊）

目標

出典：県調べ 指標の配点

556

561 610 735

108.9%達成率

604 675

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

750

実績 338 332

1,710 1,750 1,870 1,900

100.9% 101.0%

1,425 1,571 1,443 1,465
③

【施策の方向性③】
素材生産量（燃料用を含む）（千㎥）

目標

達成率 91.9% 82.5% 78.3%

実績 1,583

出典：県調べ 指標の配点 3 2 1

④

【施策の方向性③】
スギ製品の出荷量（千㎥）

目標 712

実績 634

出典：県調べ

731 742 752

達成率 73.6%

524

55.1%

504

67.9%

403

指標の配点 1 0 0

530

⑤

【施策の方向性④】
森づくり活動等への参加者数（人）

目標 24,000

達成率 89.8%

24,000 24,000 24,000

実績 23,362 12,758 21,552 25,940 28,190

108.1% 117.5%

出典：県調べ 指標の配点 2 4 4

総合評価 評価理由

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.60で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

②

③

④

新規就業者数は目標値を達成しているものの、
令和６年度における林業経営体の退職者のうち
林業経験年数３年以内の者の割合が多い。

あきた森づくり活動サポートセンターが実施する森づくり
活動を行うためのスキルアップ研修をＳＮＳで広く県民へ
周知し、ボランティア団体への新規加入者の増加を図る。

県内外の住宅においては輸入材から県産材への転換を進め
るほか、非住宅建築物での県産材利用や海外輸出の展開な
どにより新たな需要を開拓する。

造林マイスターによる働きかけを進め、林業経営体への造
林地集積を促進する。また、研修会等を通じて、保育の省
力化や、スマート林業技術の普及を図り、再造林と保育の
低コスト化を図る。

多様な働き方や就労環境の改善に取り組む林業経営体を支
援するとともに、林業経営者の意識改革を促進するなど、
就業者の定着促進を図る。

ボランティア団体の団員数が減少傾向にある。

人口減少や建築資材の高騰により、新設住宅着
工数が減少し、木材需要が低迷している。

将来にわたり森林資源を循環利用していくた
め、いずれは全ての造林適地で再造林を行うこ
とを目標としているが、森林所有者の経済的負
担感と管理への不安感が大きい。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

沖防波堤の延伸により養殖に適した静穏域を創出し、規模
拡大を目指す。

規格から外れた魚種の販売数を増加させるため、県産水産
物の首都圏飲食店等への売り込みを強化するとともに、県
民向けのＰＲ活動を実施し、魚価向上につなげる。

飼育環境の見直しを行うなど、種苗生産試験を引き続き実
施し、量産化を目指す。

生残率を向上させる取組として、放流種苗の大型化や放流
時期と場所の適正化を図るなど、環境の変化に伴う死亡リ
スクを最小限に抑えるための生産技術開発を行う。

研修修了生や漁業士等にあきた漁業スクールの取組や研修
の情報提供を行うことにより、研修指導者の育成を図る。

岩館漁港でのサーモン養殖は漁港内水域で実施
しているため、船舶の航行などを考慮する必要
があり、使用できる水域が限られる。

本県の水産物は、魚種やサイズが揃って漁獲さ
れることが少なく、規格から外れたものは低価
格で取引される傾向にある。

キジハタの種苗生産技術開発において、ふ化直
後の飼育が難しく、未だ量産に至っていない。

海洋環境の変化により、サケやアワビ等の冷水
性の魚介類に係る放流後の生残率が低下し、つ
くり育てる漁業対象魚種の生産額が減少してい
る。

目指す姿３　水産業の持続的な発展

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

①

【施策の方向性①】
新規漁業就業者数（60歳未満）（人）

目標 10

達成率 100.0%

10 10 10

実績 11 10 10 12 12

120.0% 120.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性②】
つくり育てる漁業対象種の生産額（百万
円）

目標 491

実績 393 457 491

100.0% 71.6% 54.4%

507 524 541

363 285

出典：県調べ 指標の配点 4 1 0

達成率

64 77 90

③

【施策の方向性③】
蓄養殖等に取り組む漁業経営体数（累
積）（経営体）

目標 52

実績 10 17 55 64 77

達成率 105.8% 100.0% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

【施策の方向性④】
安全係船岸の充足率（％）

目標 61

100.0%

61 61 61 62 63

62 63 64

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

100.0%
④

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

実績

達成率

総合評価 評価理由

①

毎年一定数の就業希望者がいるものの、研修を
指導する漁業者が不足している。

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

100.0%

②

③

④

県内の各漁港は、経年変化に伴う施設の老朽化
が進んでいることから、近年増大している大型
の波浪に対して、施設の安全のほか、漁船の安
全な係留が不十分である。

老朽化が進む基幹施設（外郭、係留等）の機能維持を図り
つつ、近年の大型低気圧等に対して、十分な安全を確保で
きるよう、施設の機能強化を計画的に進める。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 継続が危ぶまれる組織については、県・市町村・協議会が
連携して個別に活動継続に向けたサポートを実施するほ
か、事務作業の外部委託や広域化を支援する。また、条件
不利で農地の有効利用が難しい地域においては、粗放的な
土地利用を行うなど、地域の実情に応じた適切な農地利用
と維持・保全を推進する。

「半農半Ｘ」の実証調査地域を拡大するほか、これまでの
成果やノウハウ等の周知を図ることで、引き続き、外部か
ら多様な人材が携わる地域づくりを推進する。

引き続き、地域づくり活動やビジネス創出の主体となる人
材や組織の育成を進め、具体的なビジネス実践につなげ
る。

地域を支える人材・組織づくりから地域活性化を目指す取
組までを総合的に支援するとともに、必要に応じて課題解
決に向けたアドバイザーを派遣するなど、継続的にきめ細
かなサポートを実施する。

過疎化・高齢化による人材不足に伴い、小規模
な組織や協定においては、日本型直接支払の取
組の継続が困難となっている。

住民の高齢化等により、農業生産や地域活動を
担う人材が不足してきており、地域の維持や活
性化に向けた取組の継続が難しくなっている。

多種多様な地域資源を生かしたビジネスを実践
するなど、地域を活性化させることのできる人
材・組織及び活動が不足している。

目指す姿４　農山漁村の活性化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
中山間地域のブランド特産物数（累積）
（件）

目標 25

達成率 88.0%

28 31 34

実績 22 22 22 23 25

82.1% 80.6%

出典：県調べ 指標の配点 2 2 2

②

【施策の方向性②】
新たな農村ビジネスの取組件数（累積）
（件）

目標 3

実績 - - 4

133.3% 100.0% 111.1%

6 9 12

6 10

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率

③

【施策の方向性②】
農村関係人口（人）

目標 8,800

10,448 11,968 12,933

達成率

9,600 10,400

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

124.7% 124.4%

11,200

実績 9,887 6,518

10 20 30 40

118.7%

④

【施策の方向性③】
農村地域づくり活動サポート人材の育成
数（累積）（人）

目標

125.0% 166.7%

実績 - - 17 25 50

⑤

【施策の方向性④】
農地保全活動面積（㏊）

目標

達成率 170.0%

出典：県調べ

102,284

98.4%

出典：県調べ 指標の配点

達成率 100.3% 99.9%

102,900

102,297 101,908 103,256

103,400 103,900 104,400

3 3

44 4

中山間地域は、平場と比べて条件が不利なた
め、えだまめやねぎのような大面積・大ロット
での取組が困難なところが見られる。

地域特産物のブランド化は、地域関係者の合意
形成が難しいほか、成果を上げるまでに時間を
要する。また、新たな加工技術の習得や販路開
拓等において様々な課題が生じ、個人での解決
が困難となっている。

中山間地域の生産者の所得向上と雇用の確保を図るため、
小ロットでも収益性の高い品目の経営実証結果を基に現地
研修会を開催し、生産拡大等に向けた取組を支援する。

実績 103,273

指標の配点 4

総合評価 評価理由

ｂ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.40で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

④

②

③

①
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■戦略３　観光・交流戦略
目指す姿１　「何度でも訪れたくなるあきた」の創出

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性②】
「アキタファン」へのアクセス数（千
件）

目標 1,500 1,620 1,740 1,860

実績 - - 2,108 2,737 3,009

達成率 140.5% 169.0% 172.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性②～④】
観光地点等入込客数（延べ人数）（千
人）

目標 28,000

実績 35,270 18,360 25,275

35,000 36,500 38,000

28,354 30,807

達成率 90.3% 81.0% 84.4%

出典：県「秋田県観光統計」 指標の配点 3 2 2

3,300 3,700

③

【施策の方向性①、③、④】
延べ宿泊者数（千人泊）

目標 2,900 3,800

実績 3,654 2,546 2,772 3,001 3,150

達成率 95.6% 90.9% 85.1%

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」 指標の配点 3 3 2

④

【施策の方向性⑤】
外国人延べ宿泊者数（人泊）

目標 10,000 70,000

実績 139,400 25,380 16,280 95,600 119,610

162.8% 478.0% 341.7%

20,000 35,000

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」 指標の配点 4 4 4

達成率

総合評価 評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

④

⑤

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

③

既存の観光資源の磨き上げに加え、各ＤＭＯと連携しアウ
トドアアクティビティなど観光客への訴求力の高い観光コ
ンテンツづくりに力を入れるほか、観光と「食・文化・ス
ポーツ」との連携した取組や旅行者の多様なニーズに対応
しながら観光産業の収益力の向上を図る。

宿泊施設の経営力強化に資する改修等の支援やデジタル技
術の活用のワークショップなどにより労働生産性の向上を
図るとともに、職場環境の改善や女性活躍推進のセミナー
などにより観光人材の定着・確保に向けた取組を進める。

観光産業において、観光消費額の拡大に向けた
「観光で稼ぐ」観光地経営の取組が不足してい
る。

秋田空港内に通訳兼案内担当を配置し施設案内・誘導を行
うほか、施設案内や二次交通案内看板の表示を分かりやす
くすることで、台湾人旅行者の満足度の向上を図る。

インバウンド需要の増加に伴い、クルーズ船寄港回数も増
加していることから、市場特性に応じた情報発信を行うと
ともに、県内自治体、民間事業者等との連携により、ク
ルーズ船の継続的な寄港を維持し、海外からの誘客を促進
する。

バリアフリー化を含む幅広い取組を対象とする宿泊施設の
高付加価値化等を目的とした補助事業等により、多様な
ニーズに応じた受入態勢整備を支援する。また、観光施設
のバリアフリー調査や高齢者モニターツアーを開催するな
どバリアフリー観光の周知を図るほか、観光地・宿泊施設
等に係る情報発信及び電話相談等により安全・安心に旅が
できるよう支援する。

年々施設の老朽化が進んでいるが、国の交付金も活用し、
優先度の高いものから順次整備していく。

多様化した旅行形態に対応するために、秋田を代表する世
界遺産や国指定重要無形民俗文化財等の多様な自然・文化
の魅力を最大限ＰＲするほか、洋上風力発電などの新たな
観光資源を活用した受入態勢の整備に係る市町村等の取組
の支援等を図る。また、令和６年度に構築した世界自然遺
産「白神山地」体験プログラム等データベースサイトの周
知を図るとともに、旅行商品の造成等への利用に繋げるた
め、情報発信を強化する。

GoogleやYahoo!等のウェブ広告を活用したデジタルマーケ
ティングにより顧客層のニーズを検証し、効果的なプロ
モーションによりリピーターの獲得やグリーンシーズンの
誘客に取り組む。

データ量の充実に向け、データ提供者である宿泊事業者の
参加拡大を図るとともに、関係者のデータ活用技術の向上
のため、データ活用マニュアルを作成する等の支援を行
う。

観光産業は労働生産性が低いほか、人材不足が
生じている。

台湾チャーター便の就航により、秋田空港を利
用する台湾人旅行者が増加しているが、空港内
や二次交通への案内が不十分である。

インバウンド需要の更なる増加が見込まれてい
る中、クルーズ船の誘致などに向けた他都道府
県との競争が激化している。

多様化する旅行ニーズに対応したストレスフ
リーな受入態勢の整備が不十分である。

自然公園内の環境の保全や公園利用者の安全
性・快適性の向上を図るため、市町村からの要
望を受けて歩道や駐車場、公衆トイレ等の整備
を行っているが、要望箇所が多く、全てに対応
できていない。

ライフスタイルの変化等により旅行形態やニー
ズが多様化しているものの、本県の特色を生か
したコンテンツが不足している。

デジタルマーケティングによって把握された、
本県に関心の高いターゲット層(ペルソナ)をリ
ピーターとして取り込む施策やファン獲得に向
けた取組が不十分であるほか、ペルソナ以外に
も刺さるコンテンツの検証が不足しており、属
性毎のニーズに応じた情報発信ができていな
い。

秋田県観光ＤＭＰのデータの量が充実しておら
ず分析の精度に向上の余地があるほか、県、Ｄ
ＭＯ及び宿泊事業者におけるデータ分析のスキ
ルや分析結果を実際の取組に生かすノウハウが
不足している。
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出典：経済産業省「経済構造実態調査」

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

食料品・飲料等の製造品出荷額等（従業
者４人以上の事業所）（億円） 実績 1,335 1,162 (1,300) － －

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

目指す姿２　「美酒・美食のあきた」の創造

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
総合食品研究センターの技術支援による
加工食品の新商品開発件数（件）

目標 56 69 83 83

実績 80 74 73 72 86

達成率 130.4% 104.3% 103.6%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性②】
食品製造事業者の取引先マッチング成約
件数（件）

目標 10

実績 - 7 10

10 10 10

10 10

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

860 1,000

③

【施策の方向性③】
加工食品・日本酒の輸出金額（百万円）

目標 740 1,163

実績 735 668 1,083 960 996

達成率 146.4% 111.6% 99.6%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 3

④

【施策の方向性④】
発酵ツーリズム拠点施設への来場者数
（千人）

目標 39 52

実績 26 35 47 50 68

120.5% 116.3% 144.7%

43 47

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率

総合評価 評価理由

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.75で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

①

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

③

④

甘酒などの発酵食品ブームもあり、県産米活用商品は増加
傾向となっており、今後とも総合食品研究センターによる
技術指導や専門家を活用したマーケットイン視点からの商
品開発と販売促進を支援していく。

県内外で開催される商談展示会において、来場バイヤーの
データを収集・蓄積するほか、これまで当県の事業と関わ
りのあるバイヤーや関係機関を通じて情報提供を依頼し、
より多くのバイヤーに、ダイレクトにマッチング商談会の
開催情報を届けていく。また、令和６年度から運用を始め
た、県産食品紹介サイト「千彩万食」の周知・情報発信を
継続していくことにより、バイヤー・県内食品事業者双方
の取引意欲の向上を図るとともに、マッチング機会を増や
していく。

令和６年度から新たにデジタルを活用したリーディングカ
ンパニー育成事業を実施しており、県内の食品産業を牽引
する事業者の育成と生産性向上に向けた取組の支援を行
う。併せて、原材料等の価格高騰の影響を受けている食品
事業者による商品改良等の取組を支援し、収益構造の改善
を図る。

米の価格高騰などに係る国の施策や農業団体の動向を把握
し、県内の米加工事業者や農業・商工団体等で組織する
「あきたコメ活プロジェクト推進協議会」において、意見
交換等の場を設けることにより、米加工事業者が安心して
生産できるよう関係構築を図る。

誘客部署との連携により、発酵ツーリズム拠点施設での体
験と、宿泊や他の体験コンテンツ等を組み合わせた周遊
コースの造成など、滞在時間の延長に資する取組に対して
支援する。

県内食品事業者間の連携による、海外への販路拡大に取り
組む自走組織の立ち上げや輸出障壁の解消に向けた先導的
な取組を推進するとともに、こうした動きの横展開を図
る。

食の周遊化誘客戦略会議において、発酵ツーリ
ズム拠点施設を中心とする地域での滞在時間を
延ばしたいという意見があり、対応が求められ
ている。

煩雑な輸出手続や社内における輸出営業の専任
人材の不足等が新たに輸出に取り組む事業者の
障壁となっているほか、マッチング機会の創出
など現地市場参入に向けた土台づくりに関する
負担軽減が求められている。

マッチング商談会において多くの取引が成立す
る一方、新たなマッチングに向けて、これまで
に商談会に来場したことのない新規のバイヤー
を確保していく必要がある。また、商談会に出
展していない事業者についても、取引につなが
るきっかけづくりを行っていく必要がある。

県内食品製造業は、従業者数29人以下の小規
模・零細な事業所が約８割を占めており、製造
品出荷額は全国でも低位にとどまっている。ま
た、近年、原材料等の価格高騰により、生産体
制の縮小を余儀なくされるなど、経営に影響を
及ぼしている。

特に、昨年秋以降の米の流通量の不足と価格高
騰は、米菓や日本酒、味噌など本県を代表する
加工分野への影響が懸念される。

本県を代表する農産物である米について、従前
から主食用米の生産・流通が主体でだった影響
もあり、新潟など他主産県と比べて加工分野で
の取組が進んでいない。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

施策の方向性、指標名（単位）

目指す姿３　文化芸術の力による魅力ある地域の創生

年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①～③】
文化事業への来場者数（人）

目標 135,000 270,000 360,000 455,000

実績 450,445 54,435 277,888 523,376 403,173

達成率 205.8% 193.8% 112.0%

4 4

233.3%

出典：県調べ 指標の配点 4

実績 - - 98
②

【施策の方向性①～③】
あきた芸術劇場で開催される大規模イベ
ント・興行数（件）

目標 42

達成率

198 165

42 42 42

471.4% 392.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

総合評価 評価理由

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は4.00で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

③

公式ＳＮＳやYouTubeチャンネルを活用した積極的な情報発
信を行うほか、文化芸術活動を行う団体自らによる情報発
信を促進するための支援を行っていく。

ミルハスを適切かつ効率的に管理運営するとともに、優れ
た音響特性などを最大限にＰＲし、質が高く集客力のある
公演等を開催・誘致していく。

②

ミルハスは開館から３年が経過し、施設や設備
点検などのメンテナンス日も増加する中で、利
用者数や稼働率を高水準に維持していく必要が
ある。

交流人口や関係人口の拡大に資する取組に対して引き続き
支援を行うとともに、取組事例の共有により、集客力の高
い取組を行うことができる文化団体等の掘り起こしを図
る。

東京藝術大学や秋田公立美術大学と連携し、音楽や美術の
分野でのアウトリーチ事業の実施を通じて質の高い文化芸
術に触れる機会を創出することにより、将来の文化芸術を
担う若手の育成を図る。

優れた作品や活動に対する顕彰、文化団体が行う活動への
助成などにより、幅広い世代や地域の県民が文化芸術活動
に取り組みやすい環境づくりを進める。

①

交流人口や関係人口の拡大を図る上で、集客力
の高い取組を行うことが可能な文化団体等が不
足している。

人口減少や高齢化が進行する中、各地域で文化
芸術活動の担い手が不足している。

文化芸術活動を行う個人や団体が固定化してお
り、世代や活動地域にも偏りが生じている。

各種ＳＮＳや動画配信サイトのトレンドを踏ま
えた訴求力の高い情報発信が不足している。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

「部活動の地域展開」に向け、市町村やスポーツ関係団体
等が連携して地域のスポーツ環境を整備できるよう、総合
型地域スポーツクラブの運営強化に向けた支援の充実を図
る。

全県から優秀・有望な選手を選抜し、充実した練習環境を
提供する「チームＡＫＩＴＡ強化・育成システム」の効果
的な実施のため、指定競技団体へ指導者養成担当者を配置
し、指導者の資質向上を図る。
また、小中学生を対象とした「スポーツ能力測定会・ス
ポーツ体験会」の開催を通じ、スポーツを始めるきっかけ
づくりや、スポーツ少年団・運動部活動等の選択に役立て
てもらい、スポーツのすそ野拡大を図る。

スポーツ大会及びスポーツイベントにおいて、大会主催者
等と連携し、県外からの参加者・観戦者に向け、秋田の文
化･食などの観光資源を効果的にＰＲするなど、交流・関係
人口の拡大による地域活性化を図る。

スポーツイベントの実施に要する人材の育成を行うととも
に、スポーツボランティアのマッチング制度を構築する。

68.0 69.0 70.0

体育施設、設備の老朽化により、突発的な対応
を求められる修繕等が増加している。

部活動地域移行の受け皿の一つと考えられる総
合型地域スポーツクラブにおいて、中学生に指
導できる体制が整っているクラブは少なく競技
種目も限定的となっている。

少子化の進行に伴い競技人口が減少し、アス
リートの発掘・育成・強化に影響している。

スポーツ大会等の開催を契機とした交流人口の
十分な拡大に至っていない。

運営スタッフの高齢化やボランティアスタッフ
の確保が難しい等、スポーツイベントの実施に
要する人材が不足している。

安全安心な施設利用を確保しながら、施設運営や大会開催
に支障がないよう計画的に修繕等を実施する。

目指す姿４　活気あふれる「スポーツ立県あきた」の実現

2025
（Ｒ７）

76.3%

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

①

【施策の方向性①、③、④】
成人の週１回以上のスポーツ実施率
（％）

目標 67.0

達成率

実績 50.5 58.5 51.1 47.5 49.3

69.9% 71.4%

出典：秋田県スポーツ推進委員協議会「全県体力テスト・スポーツ実態調査」 指標の配点 1 0 1

②

【施策の方向性③、④】
国体における少年種別の獲得得点（点）

目標 140.0

実績 81.5 - 214.5

160.0 180.0 200.0

146.0 132.5

達成率 153.2% 91.3% 73.6%

出典：（公財）秋田県スポーツ協会調べ 指標の配点 4 3 1

③

【施策の方向性②】
スポーツ合宿等による延べ宿泊者数（人
泊）

目標 900

1,739

158.9% 140.5% 124.2%

1,200 1,400

4

実績 - - 1,430 1,686

1,500

達成率

総合評価 評価理由

出典：県調べ 指標の配点 4 4

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.00で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

働く世代や子育て世代の女性において、「仕事
や家事が忙しいから」との理由により運動実施
率が低い傾向にある。

職場や家庭で手軽に実践できる運動教室の開催や、参加型
スポーツイベントの実施、運動プログラムの動画配信等の
周知に努め、いつでも、どこでも、気軽に運動ができる環
境整備に取り組んでいく。

②

ｅ

③

④
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(4,018) －

出典：国土交通省「旅客地域流動調査」

①

秋田県と県外間の旅客輸送人員数（自動
車を除く）（千人） 実績 4,275 1,368 (3,087) 

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

目指す姿５　国内外との交流と住民の暮らしを支える交通ネットワークの構築

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
フェリー秋田航路の旅客利用者数（人）

目標 18,400 42,800 47,600 49,000

実績 45,806 13,771 26,776 27,814 33,691

達成率 145.5% 65.0% 70.8%

出典：県調べ 指標の配点 4 0 1

②

【施策の方向性②】
秋田空港国内定期航空路線の利用者数
（千人）

目標 675 1,351

実績 1,287 273 942 1,181 1,219

1,181 1,313

達成率 139.6% 100.0% 92.8%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 3

③

【施策の方向性②】
大館能代空港国内定期航空路線の利用者
数（千人）

目標 219 226 233 240

実績 149 24 147 173 195

達成率 67.1% 76.5% 83.7%

出典：県調べ 指標の配点 0 1 2

④

【施策の方向性③】
乗合バスの県民１人当たり利用回数
（回）

目標 10.7

実績 11.5 9.3 (9.9)

11.0 11.3 11.5

(10.7) R8.3月判明予定

達成率 92.5% 97.3% -

出典：県調べ 指標の配点 3 3 ｎ

399 411

⑤

【施策の方向性④】
第三セクター鉄道の利用者数（千人）

目標 376

417

423

98.1% 106.0% 101.5%

実績 423 311 369 423

出典：県調べ 指標の配点 3 4 4

達成率

⑥

【施策の方向性⑤】
高速道路の供用率（％）

目標 92 93 93 96

実績 90 92 92 92 92

達成率 100.0% 98.9% 98.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 3 3

総合評価 評価理由

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.60で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

利用者減少に加えて乗務員不足の深刻化に伴
い、バス路線の廃止・縮小が相次いでいる。市
町村では、バス路線の代替として乗合タクシー
やデマンド交通など、地域の実情に応じた効率
的な交通ネットワークの確保に努めているが、
マンパワー不足やノウハウ不足等により、再編
の動きが鈍い地域もある。

国の羽田発着枠政策コンテストにより３往復運
航が令和11年３月まで延長されたが、県や市町
村、地元団体の一体での取組や、利用者の分析
結果に基づいたエビデンスベースドの利用促進
施策が不十分であるとの指摘を受けている。

高速道路は、防災・減災、国土強靱化に資するとともに、
地域経済の活性化に大きく寄与することから、高速道路の
沿線市町村等との連携を強化し、ミッシングリンクの早期
解消や秋田自動車道における暫定２車線区間の４車線化に
ついて、国や関係機関に対して要望していく。また、令和
７年度は県内３区間が開通予定となっており、供用率の向
上が見込まれる。

令和６年度に認定を受けた鉄道事業再構築実施計画に基づ
き、鉄道施設の改修及び修繕等に係る経費を補助するほ
か、沿線市が主体となって組織する利用促進団体への支援
を通じ、沿線住民の利用や国内外からの誘客を促進すると
ともに、沿線の歴史や文化などの地域資源の効果的な情報
発信等に努める。

引き続きバス事業者や市町村に対しバスの運行経費を補助
するとともに、より住民が利用しやすい小回りの効くコ
ミュニティ交通への円滑な移行を促すため、市町村等に対
し、実証運行等に要する経費を支援するほか、再構築に係
る協議会の開催、専任職員によるノウハウの提供や交通事
業者・自治体間との協議・調整などにより、路線再編に向
けた取組を支援する。

潜在的顧客層に対するマーケティングに基づいたプロモー
ションについて、空港利用促進協議会で検討を行うほか、
官民連携によるビジネス利用の喚起、交流人口の増加と
いった新たな需要を発掘するとともに、いまだ根強い需要
がある団体旅行の誘致のため商談会等を通じた旅行事業者
へのＰＲ等を実施する。

高速道路は、ミッシングリンクが生じており、
地域経済等への影響が危惧される。

第三セクター鉄道の鉄道施設は老朽化が著しい
ものの、人件費及び資材価格高騰等の影響によ
る事業費の増大により、必要な改修及び修繕を
制限せざるを得ない状況となっている。さら
に、鉄道沿線地域の人口減少、過疎化、モータ
リゼーションの進行等により、特に定期利用の
落ち込みが顕著となっている。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

① トラック業界における2024年問題を受けてモーダルシフト
に取り組む事業者を対象に、助成制度を実施するなど、需
要を的確に捉え利用増加につなげていく。また、旅行事業
者への助成制度のほか、メディアや出前講座等の場でフェ
リー利用の魅力をＰＲし、貨物・旅客利用の推進を図る。

引き続き国への要望活動等を行っていくほか、沿線自治体
との連携をとりながら、新仙岩トンネル整備計画の実現を
目指す。

コロナ禍により落ち込んだフェリー利用者の完
全な回復には至っていない。

秋田新幹線の定時性・安定性の向上に向けて、
新仙岩トンネル整備計画の着実な進展が求めら
れている。

②

③

④

⑤
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■戦略４　未来創造・地域社会戦略
目指す姿１　新たな人の流れの創出

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
移住者数（県関与分）（人）

目標 650 700 750 800

実績 494 576 725 834 782

達成率 111.5% 119.1% 104.3%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性①】
新規移住定住登録世帯数（世帯）

目標 830

実績 825 645 883

910 1,000 1,050

784 934

達成率 106.4% 86.2% 93.4%

出典：県調べ 指標の配点 4 2 3

1,300 1,350

③

【施策の方向性①】
Ａターン就職者数（人）

目標 1,250 1,400

実績 1,058 1,120 1,084 1,135 1,011

達成率 86.7% 87.3% 74.9%

出典：県調べ 指標の配点 2 2 1

④

【施策の方向性②】
リモートワーク移住世帯数（世帯）

目標 15 15 15 15

実績 - - 26 40 36

達成率 173.3% 266.7% 240.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

⑤

【施策の方向性②】
関係人口と連携した地域活動に取り組ん
でいる市町村数（市町村）

目標 16

実績 7 9 18

19 22 25

21 23

達成率 112.5% 110.5% 104.5%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

77.0 78.5

⑥

【施策の方向性③】
高校生の県内就職率（公私立、全日制・
定時制）（％）

目標 75.5

73.2

80.0

97.7% 92.6% 93.2%

実績 67.7 72.5 73.8 71.3

出典：県教育庁「秋田県高等学校卒業者の進路状況調査」 指標の配点 3 3 3

達成率

⑦

【施策の方向性③】
県内大学生等の県内就職率（％）

目標 47.0 49.0 51.0 53.0

実績 42.6 46.7 46.3 44.9 42.6

達成率 98.5% 91.6% 83.5%

出典：秋田県労働局「新規大学等卒業者の就職内定状況」 指標の配点 3 3 2

総合評価 評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

③

②

引き続き、高校在学中の生徒に「KocchAke！(こっちゃ
け)」への登録を促し、大学進学後も就職情報や秋田の魅
力をメルマガなどで定期的に発信するとともに、県内企業
に対しても「KocchAke！(こっちゃけ)」への登録と自社で
働く魅力を積極的に発信するよう促す。
また、インフルエンサーを活用したＳＮＳでの情報発信に
より、登録者に限らず、広く学生等に秋田とのつながりを
感じてもらう。

「若年者の県内定着・回帰等に関する意識調
査」の結果では、県内定着のために必要な支援
として、男性・女性ともに「魅力的な県内企業
の情報」が上位となっているなど、若年層への
情報発信が不足している。

高校生の県内定着について、本県の令和３年３
月高校卒業者の３年後離職率は31.4％であり、
全国平均の38.4％との比較では7.0ポイント下
回っているものの、依然としてミスマッチによ
る離職が起こっている。

就活の早期化や学生が企業に求めるニーズが変
化しており、こうした就活のトレンドに合わせ
た事業展開ができていない。

県外に進学した学生に対して、県内企業や就活
支援の情報を伝えることが難しく、県民意識調
査においても「県内の就職先数や、勤めたいと
思える先が少ない」といった意見が挙げられて
いるなど、学生にとって魅力的な県内企業やそ
の働き方に関する情報提供が不十分である。

リフォーム支援制度の利用者を対象としたアン
ケート結果から、建設業者からの紹介により制
度を知った利用者が多く、新聞広告及びウェブ
サイト・ＳＮＳへの掲載やリーフレットの配布
等については、期待した効果が出ていない。

コロナ禍収束に伴う東京一極集中の再加速によ
り、本県への移住者の減少が懸念される。
また、就職活動の多様化が進みマッチングサイ
トでの転職が多くなっている。

既存のウェブサイトへの掲載等に加え、関係部局・団体と
連携したウェブサイト・ＳＮＳの利用、各種イベントへの
参加等を通じ、制度の一層の周知に努めていく。

首都圏の若者や子育て世帯を具体的なターゲットとし、移
住潜在層の心理や価値観を明確化するとともに、マーケ
ティングの手法を生かしながら、ターゲットの特性に応じ
た実効性の高い取組を推進する。
また、サイト改修により求人情報の発信力を強化する。

県内各事業所の魅力だけでなく、新入社員研修体制や離職
状況等を生徒に伝える機会を設ける。また、卒業予定者に
対して離職防止のセミナーを実施するなど引き続き定着支
援の取組を進めるとともに、職場定着就職支援員や教員が
事業所を訪問した際にフォローアップを行うことで早期離
職の防止に努める。

早い年次から県内企業やあきた暮らしの情報に触れる機会
を提供するため、県内外の大学のキャンパスなども利用し
ながら、先輩社会人から秋田暮らしや社内の雰囲気など気
軽に生の声を聞くカジュアルな交流機会を設け、県内就職
のきっかけづくりを行う。さらに、進学先として最も多い
首都圏だけでなく東北圏へのアプローチを強化するほか、
就職支援に関する協定締結校を拡大し、大学等との連携を
強化する。

仙北市と東成瀬村では教育留学の受け入れ人数
が少なく、継続して広報活動が必要である。現
段階では、市町村ごとの個別対応が主であり、
広域的なノウハウの共有が進んでいない。

関係人口と連携した地域活性化の取組事例が地
域間で十分に共有、認知されていないため、関
係人口を受け入れるためのノウハウや外部人材
活用の環境整備が遅れている。

リモートワーク移住や体験プログラム等の受入
体制が十分でない。

受け入れのノウハウやＰＲ戦略等の共有を図るため、令和
７年度にコンソーシアムを設立する。体験者の声や成果を
可視化し、ＳＮＳやホームページを活用するなど、積極的
に情報発信できるように、取組団体や市町村教育委員会を
支援する。

地域活性化に向けた関係人口の活動を広めるため、事例を
発掘し情報発信を行う。また、地域と関係人口のつながり
を深めるため、モデル地域で交流会等を開催する。

企業や社員等に対する支援等により、リモートワーク移住
を促進する。

大学生が県内で働く女性を取材し、秋田での働き方や女性
のライフスタイルなどの取材記事を県のウェブサイトやＳ
ＮＳに掲載することで、大学生目線の秋田での暮らし・働
く魅力を発信する。ＳＮＳ等での情報発信により、記事を
掲載しているウェブページへの誘導を図る。
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(3,611) -

出典：厚生労働省「人口動態統計」

（男性）
(1.52)

（女性）
(1.52)

（男性）-
（女性）-

（男性）
（女性）

出典：県調べ

④
出生数（人）

実績 4,696 4,499 (3,992)

（男性）
(2.55)

（女性）
(3.39)

（男性）-
（女性）-

（男性）
（女性）

出典：県調べ

③
30歳代の婚姻率

実績

（男性）
2.26

（女性）
2.12

（男性）
1.88

（女性）
1.76

（男性）
（1.43）
（女性）
（1.42）

(2,302) -

出典：厚生労働省「人口動態統計」

②
20歳代の婚姻率

実績

（男性）
3.43

（女性）
4.88

（男性）
3.26

（女性）
4.48

（男性）
（2.75）
（女性）
（3.64）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①
婚姻件数（件）

実績 3,161 2,686 (2,447)

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

目指す姿２　結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
いずれは秋田で結婚や出産・子育てをし
たいと考えている高校生の割合（％）

目標 50.0 53.0 56.0 60.0

実績 - - 62.0 54.6 66.6

達成率 124.0% 103.0% 118.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性②】
あきた結婚支援センターへの成婚報告者
数（人）

目標 150

実績 162 103 130

160 180 200

74 91

達成率 86.7% 46.3% 50.6%

出典：県調べ 指標の配点 2 0 0

285 320

③

【施策の方向性③】
不妊専門相談センターへの相談件数
（件）

目標 250 355

実績 - - 284 236 185

達成率 113.6% 82.8% 57.8%

出典：県調べ 指標の配点 4 2 0

④

【施策の方向性③】
妊娠期から出産後の育児まで切れ目のな
い支援を提供している市町村数（市町
村）

目標 18 22 25 25

実績 - 6 25 25 25

達成率 138.9% 113.6% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

1.18 1.04
⑤

【施策の方向性①～④】
合計特殊出生率

目標 1.37

実績 1.33 1.24

出典：厚生労働省「人口動態統計」

1.39 1.42 1.44

達成率 86.1% 79.1% 73.2%

1.10

指標の配点 2 1 1

⑥

【施策の方向性④】
次世代育成支援対策推進法に基づく一般
事業主行動計画策定企業数（従業員数100
人以下の企業）（社）

目標 600 650 700 750

実績 454 518 620 672 706

達成率 103.3% 103.4% 100.9%

出典：厚生労働省「都道府県別一般事業主行動計画策定届の届出及び認定状況」 指標の配点 4 4 4

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.17で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

②

③

④

保育士修学資金の貸付や保育補助者等の配置、子育て支援
員の育成・活用などを引き続き行い、保育士の就労環境の
改善を進めることで、地域の実情に応じた多様な保育ニー
ズに対応できる保育人材を確保するほか、保育士・保育所
支援センターの設置に向けて検討を行っていく。

家事・育児に、主体的に関わる意識の低い男性
が多い。

子どもの医療費助成について、子育て支援策の
一環として独自判断により拡大実施している市
町村がある。

リフォーム支援制度の利用者を対象としたアン
ケート結果から、建設業者からの紹介により制
度を知った利用者が多く、新聞広告及びＳＮＳ
への掲載やリーフレットの配布等については、
期待した効果が出ていない。

保育現場からは、保育人材の確保や保育士に係
る業務多忙化の解消を望む声が多くある。

小中高生、大学生にライフプランを意識できるよう副読本
の配布や講座を実施する。また、これから結婚・出産・子
育てなどのライフイベントを経験する若年社会人を対象
に、将来の選択に関わる知識を学ぶ機会を提供し、自身の
ライフプランを考えることで、行動変容につなげていく。

分娩件数の減少により、分娩取扱施設の運営状
況が悪化するとともに、産科医療従事者の技能
維持が困難となる可能性がある。

結婚・出産の年齢上昇や不妊治療の保険適用に
伴い、不妊治療に関するニーズは高まっている
と考えられる中、相談件数は減少した。

ライフスタイルの多様化等による未婚化、晩婚
化の影響により婚姻件数、婚姻率が減少してい
る。

多くの若い世代が、いずれは結婚したいと考え
ているものの、結婚の希望をかなえるための行
動変容につながっていない。

男性の家事・育児参画への意識変革を促進するため、効率
的な家事の手法や育児に係る家族参加型イベントを開催す
る。

子どもの医療費助成を継続実施するとともに、全国の動向
などを参考に制度のあり方について検討する。また、全国
知事会等を通じて、国に子どもの医療に関わる全国一律の
制度を創設することを引き続き求めていく。

既存のウェブサイトへの掲載等に加え、関係部局・団体と
連携したウェブサイト・ＳＮＳの利用、各種イベントへの
参加等を通じ、制度の一層の周知に努めていく。

分娩取扱施設の運営や設備整備に対する助成を行うととも
に、産科医療従事者の技能維持を図るため、周産期死亡に
関する調査・研究や研修会等を引き続き実施する。併せ
て、持続可能な周産期医療提供体制の構築に向けた協議を
進める。

令和７年２月に不妊に関する相談等の対応状況を県内関係
医療機関に調査したところ、相談があった場合でも相談セ
ンターが紹介されていない状況が確認できたため、医療機
関と相談センターの連携により相談件数の増加を図る。ま
た、メール相談も活用した専門的できめ細やかな相談体制
を今後も継続するとともに、県広報誌への情報掲載やパン
フレットの配布等により、県民への相談センターの周知を
図る。

あきた結婚支援センター等による様々な出会いの機会の提
供や相談体制の充実を図るとともに、出会い・結婚を支え
る行政、企業、結婚サポーター等との連携強化を図り、県
内全域での結婚支援の取組を行うことで、婚姻件数及び婚
姻率の減少を抑制する。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

目指す姿３　女性・若者が活躍できる社会の実現

①

65.0 66.0

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

県内各地に設置されている「若者の居場所」の
利用者数や支援体制に格差が生じている。

地域貢献を意識して秋田での進学・就職を選択
する若者が一定数いるものの、具体的な行動に
移している者は少ない。

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策
定企業数は増加しており、企業の女性活躍の取
組は広がっているが、女性管理職割合は伸び悩
んでいる。

【施策の方向性①】
「男は仕事、女は家庭」という考え方に
反対する人の割合（％）

目標

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

67.0 68.0

実績 60.3 63.0 67.5 70.1 69.9

達成率 103.8% 106.2% 104.3%

出典：県「県民意識調査」 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性②】
女性活躍推進法に基づく一般事業主行動
計画策定企業数（従業員数100人以下の企
業）（社）

目標 350

実績 172 241 374

400 450 500

466 549

達成率 106.9% 116.5% 122.0%

出典：厚生労働省「都道府県別女性活躍推進法に係る一般事業主行動計画策定届出状況」 指標の配点 4 4 4

21.0 22.0

③

【施策の方向性②】
民間事業所の管理職（課長相当職以上）
に占める女性の割合（％）

目標 20.5 23.0

実績 18.6 19.3 21.1 22.2 23.1

達成率 102.9% 105.7% 105.0%

出典：県「労働条件等実態調査」 指標の配点 4 4 4

④

【施策の方向性②】
民間事業所における男性の育児休業取得
率（％）

目標 13.0 14.0 15.0 16.0

実績 8.8 10.7 17.9 32.6 33.5

223.3%

出典：県「労働条件等実態調査」 指標の配点 4 4 4

達成率 137.7% 232.9%

⑤

【施策の方向性③】
若者による秋田の活性化や地域貢献に資
する取組件数（件）

目標 5

- 1 4

出典：県調べ

4

5 5 5

達成率 80.0% 80.0% 80.0%

実績 4

指標の配点 2 2 2

総合評価 評価理由

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.60で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

地域における女性の参画拡大を図るため、ジェンダー
ギャップ解消に向けたワークショップを開催する。また、
市町村主体でワークショップを開催することを推進するた
め、あきたＦ・Ｆ推進員等のスキルアップを目的とした講
師育成講習会を開催する。

県民意識調査では、「男は仕事、女は家庭」と
いう考え方に対して反対する人の割合が増加し
てきており、固定的な性別役割分担意識は、
徐々に解消されてきているが、いまだ性差によ
る偏見や格差が存在している。

②

③

各居場所の実態を調査して情報共有するとともに、各居場
所が孤立することのないよう、居場所間の情報交換等を通
じて連携を強化するほか、支援を必要とする若者が居場所
の存在を知り、気軽にアクセスできるよう周知に努める。

若い世代が主体となった地域づくり活動や地域活性化に向
けた取組を促進するため、それぞれの思いを発表・共有す
る場を設けて活動の受け皿となる団体の組成を支援する。
また、ロールモデルとなり得る斬新なアイデアを持つ若者
の挑戦を支援する。

県内企業の女性活躍の取組を推進するため、経営者層と女
性従業員を対象とした研修会を開催するほか、男性の育休
取得を推進するためのセミナー開催により女性活躍推進企
業の拡大と気運の醸成を図る。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

市民活動サポートセンターにおいて市民活動に関する各種
相談対応を行うとともに、ＮＰＯによる新たな課題解決に
向けたネットワーク体制整備の取組を支援する。また、活
動を資金面で支援する市民ファンド「あきたスギッチファ
ンド」と連携した取組を支援する。

地域コミュニティの新たな担い手となる女性や若者の参画
も支援しながら、地域運営組織の形成に向けた市町村への
伴走支援や人材育成を行う。

地域課題が多様化・複雑化する中、協働の担い
手となるＮＰＯ等が新たな課題に対応すること
が求められているが、構成員の高齢化や資金不
足などにより活動基盤は不安定となっている。

人口減少や高齢化が進む中、地域コミュニティ
の維持・活性化のために必要となる地域運営組
織の形成を促進しているが、取組が進んでいな
い市町村がある。

目指す姿４　変革する時代に対応した地域社会の構築

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
差別等を感じた人の割合（％）

目標 32.0 31.5 30.5 29.5

実績 - 32.6 45.6 37.7 39.3

達成率 57.5% 80.3% 71.1%

出典：県「県民意識調査」 指標の配点 0 2 1

②

【施策の方向性②】
地域運営組織の形成数（件）

目標 3

実績 - - 4

3 3 3

4 1

達成率 133.3% 133.3% 33.3%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 0

60.0 62.0

③

【施策の方向性③】
社会活動・地域活動に参加した人の割合
（％）

目標 58.0 64.0

実績 57.6 57.3 60.0 62.4 55.3

達成率 103.4% 104.0% 89.2%

出典：県「県民意識調査」 指標の配点 4 4 2

④

【施策の方向性④】
立地適正化計画を策定した市町村数（累
積）（市町村）

目標 8 10

実績 5 5 6 7 8

75.0% 77.8% 88.9%

9 9

出典：県調べ 指標の配点 1 1 2

達成率

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は1.25で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

多様性に満ちた社会づくり有識者会議の開催や学校への講
師派遣のほか、ＳＤＧｓに関する優れた取組の表彰・周知
などにより、更なる県民の理解促進に向け、取組を進めて
いく。

多様性に満ちた社会づくりの基本理念の理解促
進を図るため、ＣＭ等による広報やＳＤＧｓの
普及啓発を展開してきたが、差別を感じた人の
割合は、目標(R6:30.5％)を達成できていない
(R6:39.3％)。

②

③

④

立地適正化計画策定の取組を始める３市町と連携して、多
様な組織がまちづくりに関わることができるよう、市町の
情報交換の場や様々な主体が加わる講習会等の機会を提供
し、取組が進んでいない市町に対して、立地適正化計画の
策定を訴求していく。

まちづくりに向けた多様な関係者による活発な
議論の場は増えつつあるが、立地適正化計画策
定の取組が進んでいない市町もある。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

①
県内の温室効果ガス排出量（千ｔ-CO2）

実績 9,510 (9,108) －

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

－ －

出典：県調べ

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

食品廃棄物と廃プラスチックの実証実験の結果報告会の開
催を通じて、ごみの減量化や再資源化に向けた市町村等の
取組を促していく。また、新聞等を通じて３Ｒの取組につ
いての啓発活動を行い、県民意識の醸成を図る。

海岸漂着物の回収処理を行うとともに、海岸漂着物のうち
プラスチック等の人工物の発生抑制を図るため、イベント
の開催等により啓発活動に取り組んでいく。

脱炭素先行地域の事例紹介や地域特性に応じた再生可能エ
ネルギー導入など、脱炭素の地域づくりへの働きかけの強
化や支援が重要であるため、担当職員を対象としたスキル
アップセミナーの開催や取組の伴走支援により、市町村の
取組の促進を図る。

金融機関、地域経済団体、支援機関等と連携して脱炭素経
営に関する理解促進セミナー等を開催するほか、各主体の
支援情報を集約、一元的に発信する体制の構築を進めると
ともに、「省エネ診断」や「ＣＯ２排出量可視化サービ
ス」の活用等に要する費用を助成することにより、事業者
の脱炭素経営に向けた第一歩となる取組への着手を促す。

多くのごみが海岸に漂着しており、その回収処
理が海岸管理者である県や地元の市町の大きな
負担となっている。

県民１人１日当たりのごみ排出量や食品ロス量
が全国平均を上回っている状況にある。

脱炭素の取組は全県的に取り組んでいく必要が
あるが、実施体制、人材及びノウハウの不足に
より、市町村の脱炭素地域づくりの取組には温
度差がある。

事業者の脱炭素化は、国のＧＸ推進や世界の動
向に合わせて取り組む必要があるが、企業内の
現状・課題の把握や取組を進めるためのノウハ
ウ・人材が不足している。

目指す姿５　脱炭素の実現を目指す地域社会の形成

2025
（Ｒ７）

2024
（Ｒ６）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

①

【施策の方向性①】
温室効果ガス排出抑制計画書の目標を達
成している事業者の割合（％）

目標 100.0

出典：県調べ 指標の配点 1

100.0 100.0 100.0

84.0% 75.0%

実績 66.7 79.3 75.0 84.0 75.0

2 1

達成率 75.0%

86

出典：県調べ

98

91

実績 93 94

90 88 87

達成率 92.3% 94.4% 102.3%

(95)

指標の配点 3 3 4

総合評価 評価理由

②

【施策の方向性②】
廃棄物の最終処分量（公共関与分）（千
ｔ）

目標

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.50で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

②
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 県と市町村で構成される生活排水処理事業連絡会を活用
し、更なる包括委託の導入や汚泥処理の広域化・共同化、
ＤＸの可能性等を検討し、県全体の生産性向上（効率化）
の推進を図る。

秋田県・市町村協働政策会議や市町村訪問等を通じて、協
働・連携による取組の掘り起こしを行うとともに、費用対
効果や先進事例、市町村ニーズ等を踏まえ、新たな取組を
継続的に模索していく。

県内における生産年齢人口の著しい減少に伴
い、生活排水処理事業の運営において、自治
体・民間ともに担い手不足が懸念される。

行政コスト削減に不可欠な県と市町村、市町村
間の協働・連携による新たな取組の創出が難し
くなってきている。

目指す姿６　行政サービスの向上

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
行政手続の電子化率（％）

目標 70.0 80.0 90.0 100.0

実績 - - 70.4 78.1 80.9

達成率 100.6% 97.6% 89.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 3 2

②

【施策の方向性①】
オープンデータ化した県有データ数（累
積）（件）

目標 125 150 175 200

実績 61 87 187 223 241

達成率 149.6% 148.7% 137.7%

4 4

22

達成率 109.1%

29 31

出典：県調べ 指標の配点 4

29 29

③

【施策の方向性②】
生活排水処理施設を廃止し流域下水道に
接続する処理区数（累積）（処理区）

目標

実績 11 16 24

27

107.4% 106.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

総合評価 評価理由

ｂ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.33で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

デジタル活用に消極的な方等がオンライン申請を活用しや
すくなるよう、利便性の周知や操作性の向上を図る。

データ分析能力向上研修を通じオープンデータの有用性を
啓発するとともに、データ作成時のノウハウを提供するこ
とで、二次利用可能なオープンデータの拡充につなげてい
く。

オンライン申請の活用に消極的な、デジタルが
苦手な方や、デジタル化により不便を感じてい
る方等がいる。

オープンデータ化した県有データ数は目標を上
回ったものの、二次利用可能なデータが少な
い。

②

①
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■戦略５　健康・医療・福祉戦略

出典：厚生労働省「人口動態統計」

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

脳血管疾患による人口10万人当たり年齢
調整死亡率（人口10万対） 実績 35.0 34.7 （33.0） (32.9)

30.2
（速報値）

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

目指す姿１　健康寿命日本一の実現

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①～④】
健康寿命（男性）（年）

目標 73.91 - - 75.21

98.0% - -

実績 72.61 - (72.43) - -

出典：厚生労働省「厚生労働科学研究班資料」 指標の配点 3 - -

達成率

②

【施策の方向性①～④】
健康寿命（女性）（年）

目標 77.38

達成率 97.8%

- - 78.75

実績 76.00 - (75.67) - -

- -

出典：厚生労働省「厚生労働科学研究班資料」 指標の配点 3 - -

③

【施策の方向性①～④】
要介護２以上の者（65歳以上75歳未満）
が被保険者に占める割合（％）

目標 1.88

達成率 88.3%

1.83 1.78 1.73

実績 2.01 2.09 2.10 (2.08) 2.05

86.3% 84.8%

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」 指標の配点 2 2 2

④

【施策の方向性①、②】
秋田県版健康経営優良法人の認定数（法
人）

目標 70

実績 32 54 139

80 90 100

181 197

4 4 4

198.6% 226.3% 218.9%達成率

⑤

【施策の方向性②】
受動喫煙防止宣言施設の新規登録数
（件）

目標

出典：県調べ 指標の配点

180

実績 164 168 63 100 250

180 180

出典：県調べ 指標の配点 0 0 4

180

達成率

0.4 0.4 0.4 0.4

35.0% 55.6% 138.9%

0.6 0.5 0.4 0.5
⑥

【施策の方向性②】
12歳児における１人平均う蝕数（本）

目標

達成率 75.0% 100.0% 75.0%

実績 0.7

出典：文部科学省「学校保健統計調査」 指標の配点 1 4 1

⑦

【施策の方向性③】
特定健康診査の実施率（％）

目標 70.0

実績 51.7 49.1

70.0 70.0 70.0

達成率 80.3% 82.1%

56.2

81.3%

57.5

出典：県調べ 指標の配点 2 2 2

56.9

⑧

【施策の方向性③】
がん検診（胃・大腸・肺・子宮頸・乳）
の受診率（％）

目標 50.0

達成率 13.4～27.8

50.0 50.0 50.0

実績 8.4～17.4 4.3～15.2 6.7～13.9 6.3～14.9 6.2～15.0

12.6%～29.8% 12.4%～30.0%

出典：県調べ 指標の配点 0 0 0

⑨

【施策の方向性①、④】
仕事や社会活動等を行った高齢者の割合
（％）

目標 60.0

達成率 97.5%

62.0 63.0

実績 57.0 53.5 58.5 52.8 53.6

61.0

86.6% 86.5%

出典：県「県民意識調査」 指標の配点 3 2 2
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

健康に関して関心の薄い層や育児や仕事で健康
づくりに取り組む余裕のない働き盛り世代にお
ける意識改革や行動変容にまでつながっていな
い。

出前講座を通じて県民への普及啓発を図るほか、フレイル
の兆候ともされる「オーラルフレイル」の予防について
は、関係団体と連携した上で普及啓発を強化する。さら
に、研修会の開催等を通じて、オーラルフレイル予防の指
導を担う人材の育成を推進していく。

健（検）診予約システムの未導入市町村に対してシステム
の導入を働きかけるなど、健（検）診を受診しやすい環境
整備を進めるとともに、かかりつけ医等による受診勧奨な
どを通じて、健（検）診の受診促進を図る。

アプリを活用した、チーム対抗型のウォーキングイベント
を開催するなど、運動機会の提供により、県民の運動習慣
の定着を促進する。

「秋田スタイル健康な食事」認証制度や秋田県版健康経営
優良法人認定制度の拡大等により、健康づくりに取り組み
やすい環境整備を推進するとともに、子どもたちに健康に
ついて考えてもらう子ども健康会議を開催するなど、健康
づくりに関する学習・体験の機会を充実させることによ
り、県民のヘルスリテラシーの向上を図る。

令和６年度健康づくりに関する調査において、
45.2%がオーラルフレイルを知らないと回答する
など、その認知度は高いとは言えない状況にあ
る。また、オーラルフレイル予防の啓発に携わ
る人材の確保が困難となっている。

特定健康診査の実施率が全国平均を下回ってい
るほか、がん検診受診率（胃・大腸・肺・子宮
頸・乳）は、大腸を除く部位で減少している。

コロナ禍やライフスタイルの変化等により、県
民（20歳以上）の１日当たりの歩数が大きく減
少している（H28:5,713歩→R4:4,652歩）。

今後の対応方針

③

④

①

②

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.14で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

施策の
方向性 課題
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(32.9)
30.2

（速報値）
出典：厚生労働省「人口動態統計」

(73.4) －

出典：国立がん研究センター調べ

総合評価 評価理由

ｅ

②

脳血管疾患による人口10万人当たり年齢
調整死亡率（人口10万対） 実績 35.0 34.7 （33.0）

①

がんによる人口10万人当たり75歳未満年
齢調整死亡率（人口10万対） 実績 82.0 76.8 （77.3）

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

目指す姿２　安心で質の高い医療の提供

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
病院の常勤医師数（人）

目標 1,535

達成率 98.0%

1,560 1,585 1,610

実績 1,495 1,518 1,505 1,504 1,501

96.4% 94.7%

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3

②

【施策の方向性②】
回復期機能病床数（床）

目標 2,129

実績 1,452 1,527 1,694

2,267 2,405 2,544

1,691 1,734

1 1 1

79.6% 74.6% 72.1%達成率

③

【施策の方向性③】
緩和ケア研修会の修了者数（人）

目標

出典：県調べ 指標の配点

実績 222 141 143 147 137

73.5% 68.5%

200 200200 200

出典：県調べ 指標の配点 1 1 0

達成率

目標 9

71.5%

- - 8 9 9

出典：県調べ 指標の配点 2

69.2% 52.9%

0 0

88.9%
④

【施策の方向性④】
急性期診療ネットワークへの参加医療機
関数（病院）

22

実績

達成率

13 17

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は1.00で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

地域救命救急センターの未整備エリアにおいて、主に急性
期医療を担う医療機関との協議を進め、役割分担の再構築
を図る。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

修学資金貸与を受けた医師で、地域の医療機関
で働く者は徐々に増えてきているが、医師不足
や地域偏在の解消には至っていない。

国による「医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケー
ジ」に係る取組を推進するとともに、「秋田県医師確保計
画」に基づき、秋田大学や県医師会などの関係機関と連携
しながら、医師不足や地域偏在の解消に向けた施策を着実
に推進する。

看護職員については、絶対数が不足しているほ
か、今後は介護保険施設等の需要増加が見込ま
れる。

ナースセンターによる看護師の就業促進に係る総合的な支
援を行うほか、修学資金制度の充実を図るなど、看護職員
の育成・確保に向けた取組を進める。

令和６年度から医師の時間外・休日労働時間の
上限規制が適用されているが、適切な労働時間
の把握や労働時間短縮の取組に不安がある医療
機関がある。

県医療勤務環境改善支援センターによる勤務医の労働環境
の改善に向けた総合的なサポートや、医師派遣の円滑な実
施に向けた派遣元・派遣先医療機関への支援など、医師の
働き方改革を推進する。

②

人口減少と高齢化の進行による患者の減少、医
療ニーズの変化、医師の働き方改革の導入、医
師等の不足・偏在が進行する中で、従来のまま
では、地域の医療提供体制の維持が困難になっ
ている。

二次医療圏の見直しを踏まえ、広域的な枠組みの中で医療
機関の役割分担について地域医療構想調整会議で協議する
ほか、地域医療連携推進法人の設立等への支援により、医
療機関の機能分化･連携を促進する。

広大な県土を有し、少子高齢化が進む本県の中
山間地域や過疎地域においては、在宅医療の体
制が不十分な地域や将来的な存続が危ぶまれて
いる地域があり、地域の患者が安心できる一連
のサービスの総合的な確保が難しい状況となっ
ている。

医療資源が乏しい地域のアクセシビリティ支援として、医
療情報の共有やオンライン診療の普及を図るため、有識者
や医療機関からなる協議会を開催し、医療分野におけるデ
ジタル化を推進するほか、秋田県在宅医療推進センター及
び訪問看護総合支援センターを活用し、在宅医療提供体制
の充実を図る。

介護施設等医療機関以外での看取りの需要が拡
大している中で、人生の最終段階における医
療・ケアについての医療・介護従事者及び県民
の理解が不十分である。

在宅医療推進センター運営事業で開催する協議会や研修会
を活用し、医療・ケア従事者に対して「人生の最終段階に
おける医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」
等への理解促進を図るほか、関係団体や医療施設等と連携
しながら、県民に対しＡＣＰの普及啓発を図る。

③

県内各拠点病院等において、がん診療連携拠点
病院等の指定要件を満たす体制の維持や、緩和
ケアに従事する専門職の人材育成といった診療
体制の整備に苦慮している状況にある。

秋田大学医学部附属病院を中心とした県内のがん医療連携
体制等の維持や、各拠点病院等における専門職の人材育成
等に対して引き続き支援を行うとともに、関係機関と連携
しながら、緩和ケア実地研修の受入先拡大及び受講者数の
増加を図り、緩和ケアに従事する専門職の更なる育成を促
進する。

循環器病対策について、メタボリックシンド
ローム等の生活習慣病のリスク因子に関する状
況が悪化傾向にあるほか、心疾患への医療提供
体制に地域により偏りがある。

引き続き医師会等と連携し、病気の早期発見につながる健
診の受診勧奨を行うほか、セミナー開催等により正しい知
識の普及啓発を行う。また、心臓リハビリテーションを提
供するために医療機関が行う人材育成に対し、経費の一部
を支援する。

④

地域救命救急センターが未整備となっているエ
リアがあるなど、医療資源の地域偏在がある。

分娩件数の減少により、分娩取扱施設の運営状
況が悪化するとともに、産科医療従事者の技能
維持が困難となる可能性がある。

病院内に専門医が不在でも画像により助言が得られるなど
のメリットがある「遠隔画像連携システム」について、実
際に導入し活用している病院の情報を協議会において共有
した上で、今後の展開について協議を行うとともに、未導
入の病院に対して導入に向け働きかける。

分娩取扱施設の運営や設備整備に対する助成を行うととも
に、産科医療従事者の技能維持を図るため、周産期死亡に
関する調査・研究や研修会等を引き続き実施する。併せ
て、持続可能な周産期医療提供体制の構築に向けた協議を
進める。

本県の広大な面積に加え、専門医不足、地域偏
在格差といった背景から、急性期疾患発症後の
速やかな専門治療を行う体制に課題を抱えてい
る。

⑤

秋田大学の「感染制御総合センター」と連携しながら、
「秋田県感染症予防計画」及び「秋田県新型インフルエン
ザ等対策行動計画」に基づき、今後の感染症危機に備えた
医療提供体制の整備や、人材育成・感染症対策物資の確保
など感染症対策の強化を図る。

県民の健康に重大な影響を与える感染症の発生
及びまん延の際に、病床や外来医療などの医療
提供体制が逼迫したり、感染症対策物資が不足
する可能性がある。
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出典：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①
介護施設等の介護職員数（人）

実績 22,602 23,283 (22,878) (22,672) －

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2023
（Ｒ５）

目指す姿３　高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

指標の配点 0

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

10

①

【施策の方向性①】
介護サービス事業所認証評価制度による
新規認証事業者数（事業者）

目標 10

4

6

出典：県調べ

10

実績 10 4 8 10

達成率

10

13,528 13,597 13,626 13,655

60.0% 80.0% 100.0%

2

13,239 13,438 13,470 13,421
②

【施策の方向性②】
介護保険施設の入所定員数（人）

目標

達成率 99.3% 99.1% 98.5%

実績 13,181

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3

③

【施策の方向性③】
医療・介護関係者の情報共有に取り組ん
でいる市町村数（市町村）

目標 18

達成率 105.6%

20 22 25

実績 13 13 19 20 22

100.0% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

④

【施策の方向性④】
「通いの場」への参加率（％）

目標 5.9

達成率 94.9%

6.6 7.3 8.0

実績 4.2 5.6 (5.6) (6.6) R7.8月判明予定

100.0% -

出典：県調べ 指標の配点 3 4 ｎ

⑤

【施策の方向性⑤】
「チームオレンジ」を設置している市町
村数（市町村）

目標 9

実績 - 1

12 15 25

達成率 44.4% 41.7%

4

46.7%

5

出典：県「認知症施策実施状況調査」 指標の配点 0 0 0

7

⑥

【施策の方向性⑥】
障害者サポーター養成講座の講師を配置
している市町村数（市町村）

目標 18

達成率 72.2%

21 23 25

実績 - 15 13 18 22

85.7% 95.7%

出典：県調べ 指標の配点 1 2 3

総合評価 評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.80で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 引き続き、オンラインやオンデマンド形式等、受講しやす
い形での研修を行っていくと共に、事業の周知用グッズも
活用しつつ、県民への制度の浸透を図り、サポーター講座
実施の拡大を図る。

チームオレンジの立ち上げ等を担うオレンジコーディネー
ター研修等で設置の意義やノウハウを伝えていく。さらに
今年度新たに地域の認知症に関する資源や人材の活用につ
いて、外部からの視点を取り入れた検討を推進するため、
オレンジ・チューターの現地派遣等を実施する。

過去５年間で講師育成研修へ不参加の市町村が
あり、サポーターの配置が行われていない地域
が生じている。

国は令和７年までに全ての市町村でチームオレ
ンジを立ち上げることを目標としているが、令
和６年度末で７市町村９チームにとどまってい
る。

市町村や地域包括支援センター職員、介護支援専門員等を
対象とした地域ケア会議実践研修や、市町村の自立支援型
地域ケア会議へのアドバイザー派遣、地域リハビリテー
ション支援体制の構築等により、市町村支援に取り組む。
また、通いの場や地域支え合い事業等の地域資源開発を行
う「生活支援コーディネーター」を対象とした研修や交流
会の開催等に継続して取り組み、参加しやすい環境づくり
につなげていく。

引き続き、先進事例の情報提供や、多職種連携等に係る研
修会の開催、広域連携等に係る調整、医療従事者との関係
づくりなどの市町村支援を行っていく。

被災した際は、介護サービス提供体制を適切に確保する観
点から、国との協議や必要な支援を行っていく。

認証評価制度の周知やＰＲ、取得の働きかけを積極的に行
うことで認証取得事業者を増やし、介護職員の働きやすい
職場づくりや処遇改善を図りながら、若者や中高年、外国
人を含む多様な人材の新規参入の促進、各層に対応した研
修の充実による資質の向上、介護ロボットやＩＣＴの導入
による労働環境の改善・業務の効率化など、総合的な確保
対策を推進する。

高齢者の地域での生活を多職種が連携して支え
る「自立支援型地域ケア会議」が全県に普及し
つつあるが、地域により実施状況にばらつきが
あるほか、介護予防に資する「通いの場」への
参加率の向上が求められている。

生産年齢人口の減少が顕著となり、2040年頃に
高齢者人口と生産年齢人口の割合が同程度とな
ることが見込まれる中で、医療・介護・福祉の
連携を図りながら、各地域の実情に応じた地域
包括ケアシステムの構築に向けた取組の強化が
求められている。

災害が激甚化しており、今後も県内の施設が被
災する恐れがある。

生産年齢人口の減少等により、介護職員が今後
も不足することが見込まれている。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

⑤

⑥

③

④

①

②
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目指す姿４　誰もが安全・安心を実感できる地域共生社会の実現

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

①

【施策の方向性①】
地域課題の解決に資する包括的な支援体
制が整備されている市町村数（市町村）

目標 10

達成率 130.0%

12 13 15

実績 - - 13 13 11

108.3% 84.6%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 2

②

【施策の方向性②】
自殺による人口10万人当たり死亡率（人
口10万対）

目標 18.0

実績 20.8 18.0 22.6

17.6 17.2 16.8

19.4 20.2

1 2 2

74.4% 89.8% 82.6%達成率

③

【施策の方向性③】
里親委託率（％）

目標

出典：厚生労働省「人口動態統計」 指標の配点

28.8

実績 13.2 17.6 23.4 25.4 24.9

23.7 26.0

出典：県調べ 指標の配点 4 4 3

21.4

達成率

18 21 25 25

109.3% 107.2% 95.8%

10 15 17 19
④

【施策の方向性④】
子どもの貧困対策を実施する民間団体等
がある市町村数（市町村）

目標

達成率 83.3% 81.0% 76.0%

実績 9

出典：県調べ 指標の配点 2 2 1

⑤

【施策の方向性④】
自立相談支援に関する１月当たり新規相
談受付件数（件）

目標 13.0

実績 7.8 10.5 3.8

29.2% 26.9% 26.2%

13.0 13.0 13.0

3.5 3.4

出典：県調べ 指標の配点 0 0 0

達成率

700 750

⑥

【施策の方向性⑤】
県・市町村へのひきこもり相談実人数
（人）

目標 650

636

800

87.1% 71.0% 84.8%

実績 150 (県のみ) 543 566 497

達成率

出典：県調べ 指標の配点 2 1 2

⑦

【施策の方向性⑥】
依存症相談対応研修の受講者数（人）

目標 50

達成率 118.0%

50 50 50

実績 58 - 59 97 35

194.0% 70.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 1

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は1.57で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 相談しやすい環境づくりに向け、セミナー等による普及啓
発や相談援助従事者向け研修の開催、ＳＮＳを活用した相
談窓口の設置のほか、ケアラーに関する映画の上映や漫画
の制作等でケアラーの認知度を高める。さらに、関係機関
の連携を図り、ケアラーの潜在的な支援ニーズを把握する
とともに、地域全体でケアラーを支えていく体制を構築す
る。

家族の介護等を担うケアラーに対しての県民の
理解が十分とは言えない。また、ケアラーに相
談機関が十分に周知されていないだけでなく、
自分がケアラーであることに気づいていない可
能性もある。

県民公開講座等を通じてひきこもりに関する周知・啓発を
図る。また、市町村職員等を対象とした支援者研修会を実
施して、身近な支援体制を強化する。さらに、ひきこもり
経験者等を対象に支援ニーズ調査を行い、その結果を基に
一人でも多くのひきこもり当事者や家族が支援につながる
よう、より効果的な情報発信や相談体制の充実を図る。

民生委員・児童委員を対象に行った実態調査で
は、ひきこもり状態にある者の８割以上が支援
を受けていない可能性があり、全般的に支援が
行き届いていないおそれがある。また、市町村
によって支援件数に大きな差がある。

市町村担当者に対し、子どもの貧困対策に理解を深めても
らうための研修を実施するほか、子どもの貧困対策に取り
組む民間支援団体の立ち上げを補助することにより、市町
村間の支援格差の解消を図る。また、引き続き支援者と関
係者を繋ぐコーディネーターの配置により、「あきた子ど
も応援ネットワーク」の活性化を促進することで、全県域
における子どもの貧困対策を推進する。

令和６年度までに全市町村において、子どもの
貧困対策実施民間団体を設置することにしてい
るが、設置済み市町村数は19市町となってお
り、居住市町村によって受けられる支援に差が
生じている。

里親を包括的に支援するため里親支援センターを設置し、
登録里親数の増加等を図りながら里親委託を一層推進す
る。

要保護児童については、家庭に近い環境で養育
できるよう里親等への委託を推進しているとこ
ろ、里親等委託率は令和５年度末時点47都道府
県中21位となっているが、さらに高める必要が
ある。

自殺に至る様々な要因を把握・分析する 「秋田大学自殺予
防総合研究センター」が行う調査結果を民間団体・行政・
報道機関とも共有を図り、関係団体と連携したＳＮＳ等に
よる相談対応などの支援に取り組む。併せて、相談に踏み
出すことができない人を相談窓口につなぐ「ゲートキー
パー」の養成を推進するとともに、若年層対策としてＳＯ
Ｓの出し方教育講師養成事業により実施校の増加を図る。

令和６年の自殺者数は前年に比べ２人増加し、
自殺死亡率は全国ワースト３位となっている。
特に、20歳未満と50歳代が前年に比べ増加して
いるほか、高齢者の自殺率は高い状況が続いて
いる。

市町村等を対象とした包括的相談支援体制整備に係る研修
を開催するほか、担い手確保に向け、民生委員、施設関係
者やＮＰＯ等向けの研修等も開催するなど、地域で受け止
める体制づくりを推進する。

複雑化・複合化した福祉ニーズに対応する市町
村の包括的な支援体制は、市町村や市町村社会
福祉協議会のみではなく、民生委員等地域にお
ける見守り等の福祉活動を担う人材が必要であ
るが、その確保は必ずしも十分とは言えない。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

⑥

④

⑤

①

②

③
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■戦略６　教育・人づくり戦略

○ ○

○ ○

○ ○

インターンシップの趣旨や目的、意義について、協議会等
の機会を通じて理解促進を図るとともに、各高校による新
規開拓や企業訪問等を推進し、参加率の向上につなげてい
く。また、「ふるさと企業紹介」等を通じて、秋田で働く
ことの魅力を発信していく。

科学技術の進展や産業構造の変化等に伴い、地
元企業等が生徒に求める専門的な知識・技術が
変化している。また、指導する教員に必要とさ
れる能力や指導内容も高度化している。

職域拡大推進員の開拓により、実習可能、雇用
相談可能な事業所の業種が増えたが、特別支援
学校生が就職先として希望する業種の幅は広
がっていない。また、事業所への障害者理解の
啓発が不十分である。

高校生のインターンシップについては、参加校
が固定化されている傾向にあることや、生徒の
希望が多様化していること等により、参加率が
伸び悩んでいる。

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

目指す姿１　秋田の将来を支える高い志にあふれる人材の育成

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

①

【施策の方向性①、②】
高校生の県内就職率（公私立、全日制・
定時制）（％）

目標 75.5 77.0 78.5 80.0

実績 67.7 72.5 73.8 71.3 73.2

達成率 97.7% 92.6% 93.2%

出典：県教育庁「秋田県高等学校卒業者の進路状況調査」 指標の配点 3 3 3

②

【施策の方向性①】
将来の夢や目標を持っている児童生徒の
割合（小６、中３）（％）

目標 85.0 88.0

実績 86.2 - 81.4 81.4 81.0

86.0 87.0

達成率 95.8% 94.7% 93.1%

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 指標の配点 3 3 3

③

【施策の方向性①、②】
高校生のインターンシップ参加率（公
立）（％）

目標 64.5 66.0

実績 64.6 - 48.2 61.3 58.5

74.7% 94.3% 89.3%

65.0 65.5

出典：県教育庁調べ 指標の配点 1 3 2

達成率

①

総合評価 評価理由

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.67で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

「AKITA DXハイスクール・ラボラトリー事業」を活用し、
最先端の技術を身に付けて地元産業に貢献できる人材育成
を図る。また、専門高校の教員等を対象とした最先端技術
等に関する指導力向上研修会の機会を増やす。

部局横断プロジェクトを活用し、生徒が様々な業種を知る
機会を増やすとともに、職業教育の充実を図るため、事業
推進校において職業教育充実促進検討会を実施する。ま
た、開拓事業所での実習においては、生徒に応じた仕事内
容及び支援方法に係る情報提供を行い、障害理解を推進す
る。
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出典：県教育庁「秋田県学校安全の推進に関する計画に係る取組状況調査」

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

地域と連携して防災訓練等を実施した学
校の割合（公立、幼・小・中・高・特別
支援）（％） 実績 55.0 47.0 62.0 (65.0) －

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

目指す姿２　確かな学力の育成

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

82.9

88.0 89.0

86.5

90.0

①

【施策の方向性①】
学んだことを振り返って次の学習につな
げることができる児童生徒の割合（小
６、中３）（％）

目標 87.0

達成率 98.6% 94.2% 97.2%

実績 - - 85.8

87.0

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 指標の配点 3 3 3

89.0 90.0

②

【施策の方向性①】
大学志望達成率（公私立、全日制・定時
制）（％）

目標

実績 84.1 88.3 86.9 89.1 88.6

88.0

99.6%達成率 99.9% 101.3%

出典：県教育庁「秋田県高等学校卒業者の進路状況調査」 指標の配点 3 4 3

③

【施策の方向性②】
特別支援教育に関する研修を受講した高
校教員の割合（％）

目標 75.0 78.0 81.0 84.0

実績 66.3 72.5 81.5 86.3 87.2

達成率 108.7% 110.6% 107.7%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4

④

【施策の方向性③】
就学前教育・保育アドバイザーを配置し
ている市町村数（市町村）

目標 7 8 9 10

実績 5 6 8 8 10

達成率 114.3% 100.0% 111.1%

4 4

117.3%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4

実績 63.6 63.2 72.7
⑤

【施策の方向性④】
授業にＩＣＴを活用して指導することが
できる教員の割合（全校種）（％）

目標 62.0

達成率

71.9 72.3

66.0 70.0 74.0

108.9% 103.3%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4

⑥

【施策の方向性⑤】
学校運営協議会に地域コーディネーター
等が参画している小・中学校の割合（公
立）（％）

目標 64.0 68.0 72.0 76.0

実績 43.0 51.8 62.9 67.1 67.8

達成率 98.3% 98.7% 94.2%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 3 3 3

総合評価 評価理由

ｂ
　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.50で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

ＩＣＴ活用指導力向上のため、教員のニーズを踏まえた習
熟度別研修会を実施するとともに、校長会等をはじめとし
た各種協議会等において、県内外の好事例の共有を図るこ
とで、ＩＣＴを活用した授業改善に向けた組織的な取組を
促していく。

教員間のＩＣＴ活用指導力の差が大きく、ＩＣ
Ｔを活用した授業改善に向けた組織的な対応が
不十分である。

学校運営協議会に地域コーディネーター等が参画したこと
による「地域とともにある学校づくり」や「学校を核とし
た地域づくり」の好事例を紹介する機会を設け、他校・他
地域への波及効果を高める。また、他団体や関係機関との
連携により、潜在的な人材の発掘に努められるよう市町村
を支援する。

学校関係者・地域住民双方において、学校運営
協議会の意義や地域コーディネーター等の役割
についての理解が十分に浸透していない。ま
た、地域によっては担い手不足が深刻であり、
適任者の発掘が困難となっている。

統合型校務支援システムの共同利用を推進するため、令和
６年度からＩＣＴを活用した授業力向上事業のモデル校を
中心に伴走支援を行っており、好事例の横展開を図るとと
もに、システムの活用研修に取り組む。

統合型校務支援システムの円滑な運用及び導入
に向けての支援や、システムの効果的な活用に
向けた支援体制が不足している。

アドバイザーを配置する10市村の取組や優良事例等の情報
を発信するとともに、市町村支援訪問による助言指導を行
うほか、配置市村の協力を得ながら未配置市町村の管内施
設に対して訪問指導等を実施する仕組みづくりを研究し、
幼児教育推進体制の構築を促進する。

就学前教育・保育アドバイザーの有効性を理解
しているものの「人材や予算に課題がある」等
の理由から配置できず、幼児教育推進体制が十
分整っていない市町村がある。

小・中学校等特別支援チームによる相談・支援内容とし
て、新任特別支援教育コーディネーターを主対象とした
「校内支援体制づくりに係る情報提供」を加え、活用を促
す。また、高等学校特別支援チームの相談・支援内容に
「進路指導に関する支援」が含まれることを、高等学校教
職員対象の各種会議の場で改めて周知する。

教育・医療・福祉等の専門家により構成した、
小・中学校と高等学校それぞれの特別支援チー
ムの活用が減少傾向にある。

④

⑤

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①
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○ ○

○ ○

○ ○ 「秋田県日本語教育の推進に関する基本的方針」及び「秋
田県日本語教育環境整備推進のための年次計画」に基づ
き、関係機関と連携して日本語教育の環境整備を推進す
る。

参加校の拡大を図るため、今年度は即興型英語ディベート
大会において初心者の部の中に「専門学科の部」を新設
し、更に参加しやすいように配慮する。また、ディベート
イングリッシュキャンプを開催し、ディベート初心者への
指導を充実させる。

年２回開催される全県指導主事等連絡協議会において、全
県的な課題について理解を深め、各地区で開催される研究
会及び学校訪問での指導内容の共有を図る。また、共有さ
れた内容を教員研修の講師である外部有識者にも伝え研修
の内容に取り入れてもらい、課題の解決を図る。

企業の外国人材の受入促進などにより、今後県
内在住外国人の増加が予想されるものの、日本
語教育を行うための環境整備が追いついていな
い。

即興型英語ディベート大会及びe-Debate交流会
への参加者は前年度より３名増加したものの、
参加する学校が固定化されている。

英検３級以上相当の英語力を有する中学３年生
の割合は前年度を下回り、文部科学省が求める
指標である50％も下回っている。生徒の語彙力
の定着と長い文章を読むことに課題が見られ
る。

出典：県調べ

実績 278 387 184 248 193
外国語情報提供件数（件）

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

目指す姿３　グローバル社会で活躍できる人材の育成

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
英検３級相当以上の英語力を有する中学
校３年生の割合（％）

目標 54.0 56.0 58.0 60.0

実績 39.1 - 44.4 46.9 42.0

達成率 82.2% 83.8% 72.4%

出典：文部科学省「英語教育実施状況調査」 指標の配点 2 2 1

②

【施策の方向性②】
英語ディベート交流会等への参加生徒数
（人）

目標 105

実績 75 61 136

110 115 120

151 154

525 550

達成率 129.5% 137.3% 133.9%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4

③

【施策の方向性③】
国際理解講座への参加者数（人）

目標 500

実績 569 592 847 893 1,204

169.4% 170.1% 218.9%

575

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率

①

総合評価 評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

①

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

インターネット利用のリスクへの意識や講座開
催の必要性に対する認識に、市町村間で温度差
があり、積極的に取り組むところと、関心が低
いところに分かれる。対象となる保護者や教職
員等の多忙さや日程・会場調整の困難さから、
講座の設定が容易ではないケースがある。

近年、スクールソーシャルワーカーへの相談要
請が増加し、複雑化・多様化した生徒指導上の
諸課題に対して、様々な環境に働き掛けた支援
を行うための時間等の確保に苦慮している。

関係機関と連携した協議会等（地場産物活用推進連絡協議
会、性に関する指導推進のための委員会等）における専門
家等からの指導助言を基に、研修会等の充実を図るととも
に、各学校等での周知を推進する。

各種研修会を開催するほか、地域との連携により学校にお
ける体育・スポーツ環境の整備を進めるとともに、体育学
習の充実、望ましい運動習慣の確立や体力向上に向けた支
援を行うことで、運動やスポーツが好きで体力の高い児童
生徒の育成を目指す。

交流校双方が交流及び共同学習の意義やねらい等を十分に
理解した上で取り組むことができるよう、昨年度作成した
「交流及び共同学習にかかるガイド（改訂版）」を活用す
る。ガイドに掲載した好事例を基に、実施の手順や組織的
に取り組むためのポイントの周知を図る。

子どもたちを取り巻く環境と生活様式は変化が
激しく、最新の知見を基に、生涯にわたって健
康に生活できる資質能力を育成する必要があ
る。

全国調査では、運動に対する好意度が高いもの
の、体力合計点については、小学校男女及び中
学校女子はコロナ禍前の水準に戻っていない。
また、スクリーンタイムの増加による運動時間
減少への影響や運動離れが懸念される。

特別支援学校との居住地校交流を実施した小・
中学校数は全体の半数以上となっており、学校
間交流としての交流及び共同学習の実施校も増
加している。一方、交流及び共同学習に組織
的・計画的に取り組むことに課題を感じている
小・中学校もある。

目指す姿４　豊かな心と健やかな体の育成

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
自分にはよいところがあると思っている
児童生徒の割合（小６、中３）（％）

目標 86.0 87.0 88.0 89.0

実績 86.0 - 84.7 86.0 86.7

達成率 98.5% 98.9% 98.5%

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 指標の配点 3 3 3

②

【施策の方向性①】
低年齢化に対応したインターネット環境
整備に関する講座を実施した市町村数
（累積）（市町村）

目標 13

実績 4 7 12

17 21 25

16 18

達成率 92.3% 94.1% 85.7%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 3 3 2

44.0 46.0

③

【施策の方向性②】
特別支援学校小中学部との居住地校交流
を実施した小・中学校の割合（％）

目標 42.0 48.0

実績 38.9 38.7 45.2 47.3 50.5

達成率 107.6% 107.5% 109.8%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4

④

【施策の方向性③】
運動やスポーツをすることが好きな児童
生徒の割合（小５、中２）（％）

目標 65.5 67.0

実績 65.9 - 63.0 62.9 63.4

96.2% 95.3% 95.3%

66.0 66.5

出典：スポーツ庁「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」 指標の配点 3 3 3

達成率

総合評価 評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

① 未実施市町村をリストアップし、個別訪問や電話連絡等に
より講座実施を働きかける。保護者会や学校行事と連動し
た「時間短縮版講座」の提案により、実施のハードルを下
げる。

スクールソーシャルワーカーの配置箇所を増やすほか、各
配置箇所における配置時数の拡充を検討する。
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○ ○

○ ○

目指す姿５　地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①、②】
県内高等教育機関による県内企業等との
共同研究・受託研究・受託事業数（件）

目標 146 148 150 152

実績 141 144 160 155 128

達成率 109.6% 104.7% 85.3%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 2

②

【施策の方向性①、②】
県内高卒者の県内大学・短大・専修学校
等への進学率（％）

目標 33.7

実績 31.4 33.7 33.0

33.9 34.1 34.3

31.8 32.6

達成率 97.9% 93.8% 95.6%

出典：県教育庁「秋田県高等学校卒業者の進路状況調査」 指標の配点 3 3 3

49.0 51.0

③

【施策の方向性①、②】
県内大学生等の県内就職率（％）

目標 47.0

42.6

53.0

98.5% 91.6% 83.5%

実績 42.6 46.7 46.3 44.9

出典：秋田労働局「新規大学等卒業者の就職内定状況」 指標の配点 3 3 2

達成率

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.33で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

秋田県立大学及び国際教養大学が実施する、学生が企業等
と共に地域や企業が抱える課題の解決に取り組むプログラ
ムや、私立大学等が行う即戦力人材の育成など、教育・研
究・地域貢献の各分野における各高等教育機関の特色を生
かした取組に対し、引き続き支援する。

地域社会や県内産業が抱える課題が多様化・複
雑化する中、地域を支える拠点である県内高等
教育機関における課題解決に向けた取組が不足
している。

②

学生が低年次から県内企業を就職先として意識できるよ
う、大学等が学生に対して行う企業と連携したインターン
シップやキャリア教育などに対し、引き続き支援する。

県内高等教育機関では本県産業界等で活躍でき
る人材の育成に取り組んでいるが、コロナ禍後
の県外志向の高まり等を受けて、県外に就職す
る卒業生の割合が増加している。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

障害者に対応した講座の実施数は拡大している
ものの、障害特性に応じた配慮やより高い学び
の充実を図る上で、内容や運営方法に不安を抱
えている市町村がある。

学校や企業、団体等との連携をすすめるとともに、メタ
バースをはじめとした新たな利用方法をアピールし、全て
の人に利用機会を提供していく。

「第４次秋田県読書活動推進基本計画」の策定に当たり、
外部有識者や関係団体等の意見も取り入れながら、それぞ
れのライフステージに応じて読書に親しむ環境づくりの推
進に向けた取組を検討する。

図書館利用の促進と読書活動推進のための広報を行うとと
もに、市町村立図書館や学校図書館に対して、読書ニーズ
や先進的な取組についての情報収集と情報提供を継続し、
全県の図書館活性化や読書推進を図っていく。

各市町村と連携し、障害者の生涯学習を支援する人材の育
成に努める。また、福祉関係等との連携によるネットワー
クを構築し、継続的な取組を支援する。さらに、オンライ
ンや出前講座など、移動や参加に困難を抱えている層にも
アクセス可能な仕組みを整える。

秋田県文化財保存活用大綱に基づき、観光部門や地域づく
り部門、学校教育等との連携をさらに進めることで、地域
住民の文化財を継承しようという気運を盛り上げ、保存と
活用の相乗効果を図る取組を推進する。

縄文遺跡群や民俗芸能、郷土食など本県の文化
財の魅力を発信しているものの、地域住民の気
運の盛り上げや保存と活用の相乗効果を図る取
組が不十分である。

目指す姿６　生涯にわたり学び続けられる環境の構築

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性②】
県立美術館・近代美術館・県立博物館・
農業科学館の利用者数（人）

目標 280,000 370,000 375,000 380,000

実績 353,589 169,596 265,290 262,755 462,008

達成率 94.7% 71.0% 123.2%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 3 1 4

②

【施策の方向性①】
障害者を対象とした講座や障害者の参加
に配慮した講座を実施した市町村数（累
積）（市町村）

目標 17

実績 15 15 17

19 21 23

23 25

達成率 100.0% 121.1% 119.0%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4

2,820 2,860

③

【施策の方向性①】
県立・市町村立図書館等の個人貸出冊数
（千冊）

目標 2,780 2,900

実績 2,733 2,567 2,568 2,522 2,472

達成率 92.4% 89.4% 86.4%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 3 2 2

④

【施策の方向性②】
国・県指定等文化財の件数（件）

目標 785 794

実績 770 785 795 804 825

101.3% 102.0% 104.3%

788 791

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4

達成率

総合評価 評価理由

ｂ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.50で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

県民ニーズに対応した特別展を実施するなど博
物館施設の利用者数は順調に推移しているが、
身体的な理由で来館できない方へのアピールに
ついては、十分とはいえない。

イベントの実施、ＳＮＳを活用した情報発信等
により、県民の読書活動を推進する施策に取り
組んでいるものの、子育てや働き盛りの世代を
中心に、読書時間の確保が困難な傾向にある。

インターネットの普及により、図書館に来なく
ても情報を得ることができる環境が整備された
ことや、人口減少により、図書館における貸出
の利用が伸び悩んでいる。
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■基本政策１　防災減災・交通基盤

総合評価 評価理由

ａ
　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.67で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

目指す姿１　強靱な県土の実現と防災力の強化

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

①

【施策の方向性①、②】
橋梁の耐震化率（％）

目標 85.1 86.1 87.1 88.1

実績 81.4 83.2 84.8 85.9 87.3

達成率 99.6% 99.8% 100.2%

出典：県調べ 指標の配点 3 3 4

②

【施策の方向性③、④】
県管理河川の整備率（％）

目標 46.6 46.9

実績 46.2 46.4 46.7 46.8 46.9

46.7 46.8

達成率 100.2% 100.2% 100.2%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

③

【施策の方向性③、④】
洪水浸水想定区域の指定件数（累積）
（件）

目標 37 38 39 40

実績 30 34 37 39 40

達成率 100.0% 102.6% 102.6%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

④

【施策の方向性④】
防災対策工事に着手した防災重点農業用
ため池数（累積）（箇所）

目標 4

実績 - - 3

38 45 52

34 44

達成率 75.0% 89.5% 97.8%

出典：県調べ 指標の配点 1 2 3

70 80

⑤

【施策の方向性⑤】
橋梁の修繕措置着手率（％）

目標 60 100

実績 - 48 67 85 93

達成率 111.7% 121.4% 116.3%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

⑥

【施策の方向性⑤】
公園施設の修繕措置着手率（％）

目標 48 53 57 60

実績 25 35 50 54 57

達成率 104.2% 101.9% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

12 25
⑦

【施策の方向性⑤】
長寿命化対策に着手した基幹的農業水利
施設数（累積）（箇所）

目標 12

実績 - -

出典：県調べ

21 26 38

達成率 100.0% 81.0% 96.2%

17

指標の配点 4 2 3

⑧

【施策の方向性⑤】
漁港施設の修繕措置着手率（％）

目標 53 73 87 100

実績 - - 57 70 87

達成率 107.5% 95.9% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 3 4

73.3

⑨

【施策の方向性⑥】
自主防災組織の組織率（％）

目標 72.5 74.1 74.9

実績 71.1 71.2 72.0 72.2 72.4

達成率 99.3% 98.5% 97.7%

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

施設毎の優先順位を整理し、長寿命化計画に基づいた修
繕・更新等を実施することで、費用の縮減と平準化を図り
ながら、道路施設の延命化を進めていく。

施設機能の劣化が進むなどの緊急性が高いため池について
は、ため池工事特措法の期限となる令和12年度までに、集
中的かつ計画的にハード対策の着手・整備を進めるなど、
防災減災対策の強化を図る。

活動が停滞している自主防災組織等に対し、「防災アドバ
イザー派遣事業」の積極的な活用を働きかけるとともに、
市町村との連携により、地域防災をコーディネートする防
災士を養成・活用し、自主防災組織のリーダーとなる担い
手を育成することで、組織の維持と活動の活性化を図る。

自主防災組織の新規結成が進む一方で、高齢化
や地域コミュニティの希薄化により、解散(統合
含む)・消滅する事例が見られる。

公園の利用状況や要望等について指定管理者と情報を共有
し、最適な工事実施時期の検討を行うとともに工期短縮に
も配慮しながら、公園利用者への影響が最小限となるよう
努める。

県立都市公園内において多くの施設が更新時期
を迎えており、その改修工事等を順次進めてい
るが、工事中は一定期間の利用制限が発生する
場合がある。

施設の長寿命化を図るため、基幹的農業水利施設における
機能保全計画策定と対策工事を着実に進める。

県内の基幹的農業水利施設のうち、約５割が標
準耐用年数を超過するなど老朽化が進んでお
り、10年後には約８割を超える見込みである。

全国的に集中豪雨による被害が激甚化・頻発化
しており、県内においても災害発生箇所におけ
る構造物等の整備に多くの費用を要しているた
め、中小河川の改修が進んでいない。

処理場・ポンプ場の耐震化を順次進めるほか、管路の耐震
化においては、老朽化対策と連携して取り組むなど、効果
的かつ効率的な手法により対策を講じる。

いまだ耐震基準を満たしておらず、耐震補強が
必要な下水処理場等が存在している。

浸水被害発生箇所の大規模なハード対策と並行し、短期間
で治水効果を向上させる伐木や洲ざらい等を推進する。ま
た、ハザードマップの基となる洪水浸水想定区域図を作成
する河川を拡大するなど、地域の防災力強化のためのソフ
ト対策を併せて推進する。

防波堤等施設の本来の機能を維持するため、更新コストの
縮減と平準化を図りながら、予防保全型の長寿命化対策を
計画的に進める。

砂防堰堤などのハード対策を行っているが、土砂災害対策
を計画すべき区域は多くあり、その全てで実施すること
は、時間的・費用的に困難である。このため、ハード対策
とともに、土砂災害警戒区域の指定や周知などのソフト対
策により地域の防災意識向上を図るなど、総合的な土砂災
害対策を推進する。

近年局地化、頻発化する豪雨や大規模地震等の
自然災害リスクが高まっており、農業用ため池
の決壊等により農地・農業用施設に被害が発生
している。

豪雨等により土砂災害が激甚化・頻発化してい
るなか、その対策として望まれている砂防施設
の整備が進んでいない。

県内各漁港の基本施設（防波堤等）は、築造か
ら長い年月が経っており、老朽化による変状が
進行している。

高度経済成長期以降に整備された橋梁等道路施
設の老朽化が進行しており、修繕・更新等に係
る費用が増加している。

課題 今後の対応方針

①

災害発生時の救助物資の輸送等で重要な役割を
果たす緊急輸送道路において、幅員狭小区間や
落石・雪崩危険箇所などの整備が十分ではない
エリアがある。

国の補助金等を最大限活用しながら、緊急輸送道路の整備
を優先度の高い箇所から進めるとともに、法面対策による
安全確保についても計画的に進めていく。

秋田新幹線が走行する田沢湖線（赤渕田沢湖
間）は自然災害によって安全性・安定性・定時
性の確保に支障をきたすリスクを抱えている。

ＪＲ東日本及び沿線自治体との連携を図りながら、新しい
費用負担スキームの構築も見据えた国への要望活動等を引
き続き行い、新仙岩トンネル整備計画の実現を目指す。

⑥

④

⑤

②

③

施策の
方向性
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○ ○

○ ○洋上風力発電事業等の建設やメンテナンス等の
需要の高まりに対応し、環日本海交流の拠点と
なる上で、港湾機能が不十分となっている。

高速道路の沿線市町村等との連携を強化し、ミッシングリ
ンクの早期解消や暫定２車線区間の４車線化について、国
や関係機関に対して要望していく。また、令和７年度は県
内３区間が開通予定となっており、供用率の向上が見込ま
れる。

高速道路は、防災・減災、国土強靱化に資する
とともに、地域経済の活性化に大きく寄与する
ことから、早期にネットワークを完成させる必
要があるが、いまだミッシングリンクや暫定２
車線区間が残っている。

目指す姿２　交流を支える交通基盤の強化

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

①

【施策の方向性①】
高速道路の供用率（％）

目標 92 93 93 96

実績 90 92 92 92 92

達成率 100.0% 98.9% 98.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 3 3

②

【施策の方向性①】
県管理道路の改築率（％）

目標 51.9

実績 51.6 51.7 52.0

52.0 52.1 52.2

52.2 52.2

達成率 100.2% 100.4% 100.2%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

4 6

③

【施策の方向性②】
洋上風力発電における港湾の利用件数
（累積）（件）

目標 2

7

6

100.0% 100.0% 116.7%

実績 0 2 2 4

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率

総合評価 評価理由

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.67で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

基地港湾に指定された秋田港及び能代港の機能を最大限に
発揮し、今後事業展開される秋田沖等の洋上風力発電事業
においても港湾群として対応するため、能代港の整備を進
めるとともに、港湾計画改訂に基づく船川港の整備を推進
する。
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■基本政策２　生活環境

2024
（Ｒ６）

目指す姿１　犯罪・事故のない地域の実現

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
刑法犯認知件数（件）

目標 前年比減 前年比減 前年比減 前年比減

実績 2,162 2,382 1,871 2,403 2,576

達成率 105.6% 71.5% 92.8%

出典：県警察本部調べ 指標の配点 4 1 3

②

【施策の方向性②】
犯罪被害者等に対する関心と理解を深め
るイベント等への参加者数（人）

目標 275 300 325 350

実績 250 164 183 403 257

達成率 66.5% 134.3% 79.1%

出典：県調べ 指標の配点 0 4 1

③

【施策の方向性③】
交通事故死者数（人）

目標 27以下 27以下

実績 40 37 33 32 31

27以下 27以下

達成率 77.8% 81.5% 85.2%

出典：県警察本部「交通統計」 指標の配点 1 2 2

④

【施策の方向性③】
交通事故重傷者数（人）

目標 200以下 200以下 200以下 200以下

実績 250 251 188 170 197

達成率 106.0% 115.0% 101.5%

出典：県警察本部「交通統計」 指標の配点 4 4 4

63 74
⑤

【施策の方向性④】
除排雪団体数（累積）（団体）

目標 65

実績 46 51

出典：県調べ

70 75 80

達成率 96.9% 98.6% 98.7%

69

指標の配点 3 3 3

⑥

【施策の方向性⑤】
県・市町村消費生活センターにおける消
費生活相談員の資格保有率（％）

目標 75 75 75 75

実績 64 67 69 71 64

達成率 92.0% 94.7% 85.3%

出典：県調べ 指標の配点 3 3 2

総合評価

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.50で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

評価理由
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

降雪量によっては業者へ派遣依頼がないなど、
業務量が安定しないため、大雪時に他地域へ派
遣可能な雪下ろし協力業者が年々減少してい
る。

人口減少・少子高齢化に伴い除排雪の担い手が
減少している上、依然として高齢者を中心とし
た作業中の人的被害が発生している。

「第11次秋田県交通安全計画」及び「秋田県自転車の安全
で適正な利用の促進に関する条例」の普及啓発活動をする
中で、法令遵守や交通マナーの向上、自転車損害賠償責任
保険等への加入を働きかけていく。また、道路交通法の改
正により、令和５年４月１日から全ての自転車利用者のヘ
ルメット着用が努力義務となったことから、交通事故被害
の軽減のためにも、自転車用ヘルメットフォトコンテスト
の実施やＷＥＢ広告の掲載等、関係機関・団体と協力しな
がら普及啓発を図っていく。

引き続き、老人クラブ文化祭等の高齢者が多く集まる機会
を捉えて、反射材の配布とその効果の周知を行い、反射材
の着用を促すほか、高齢者を訪問する機会が多い民生委員
等に協力を依頼し、反射材の配布や事故防止の注意喚起を
行う。また、高齢運転者に対して交通安全「あきた弁川
柳」やテレビＣＭ等を活用した交通安全の呼びかけを行
い、運転時の安全意識を高める。

交通事故の発生件数は減少しているものの、自
転車に関係した事故が毎年100件以上発生してい
るほか、本県の自転車利用者のヘルメット着用
率は令和６年７月に警察庁が実施した調査にお
いて、全国平均17.0％を下回る10.0％にとど
まっている。

令和６年は交通事故発生件数、死者数及び負傷
者数のいずれもが前年より減少したが、全死者
数31人のうち26人(83.9%)が高齢者であり、全国
平均の56.8％と比較しても、依然として高齢者
の割合が非常に高い状態が続いている。

「秋田県消費者施策推進計画（令和７～11年度）」に基づ
き、関係機関との連携を強化しながら、若年者・高齢者へ
の消費者教育や啓発活動を強化するほか、ライフステージ
に応じた効果的な消費者教育を推進し、被害に遭わないた
めの「自立した消費者」の育成を目指す。

消費生活相談員の資格取得推進や研修の受講・実施による
スキルアップ、全国消費生活相談情報ネットワークシステ
ム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）を活用した情報収集を図り、相談体
制の強化に努める。

成年年齢の引下げによる若年者の消費者被害の
発生・拡大、高齢者世帯の増加に伴う高齢者の
消費者被害の増加のほか、全世代において特殊
詐欺被害が深刻化している。

デジタル化の進展によるオンライン取引の普及
など、取引環境の変化を背景に、消費者問題が
複雑化、多様化している。

令和３年度に構築した、雪下ろし業者を他地域に派遣する
仕組みを検証するとともに、引き続き業界団体の協力を得
ながら、協力業者の確保に努める。

引き続き、地域における住民同士の支え合いを基本とした
除排雪団体（共助組織）の立ち上げや既存団体の継続した
活動を支援するとともに、損害保険会社等の協力による除
排雪作業中の高齢者等に対する声かけやチラシ配布、各種
広報媒体による普及啓発のほか、健康教室など高齢者が多
く集まる機会を活用して事故防止の注意喚起を行う。

犯罪被害者等の平穏な生活の早期回復と、犯罪被害者等を
温かく見守り、支援する社会の形成を図るため、引き続
き、各種広報媒体の活用による周知・啓発活動を行うとと
もに、関係機関と連携してイベントの周知による参加者数
の増加にも取り組んでいく。

犯罪被害者等が置かれた状況を知る機会は限定
的で、支援に関する県民の理解が十分とは言え
ない中、犯罪被害者等に対する関心と理解を深
めるイベント等への参加者数が減少に転じてい
る。

性被害に遭った方の相談につながるように、リーフレット
やＳＮＳなど多様な媒体を活用し、性暴力被害者サポート
センターの支援情報をこれまで以上に分かりやすく発信す
る。また、児童相談所や県教育庁などの関係機関と連携
し、子どもを性被害から守る取組を強化する。

近年、年齢や性別を問わず、多様な性犯罪・性
暴力による被害が顕在化してきている。

平成14年以降、刑法犯認知件数は全国最少レベ
ルにあるものの、近年、増加傾向にある。ま
た、子どもの安全確保に向けて見守り活動を各
地域で行っている自主防犯活動団体数の減少や
活動員の高齢化が進んでいる。

引き続き、地域を中心とした防犯活動を推進するため、安
全・安心まちづくり担当者会議等を通じて、自主防犯活動
の推進と環境整備の促進に取り組む。また、防犯情報紙等
により、自主防犯活動団体の活動状況を積極的にＰＲする
とともに、活動情報を共有する。さらに、優良団体の表彰
により意欲を高め、活動の活性化と活動員の確保を図るこ
とで、犯罪の起こりにくいまちづくりにつなげていく。

④

⑤

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①
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出典：総務省調べ

出典：県調べ

②
光ファイバーの利用可能世帯率（％）

実績 97.9 98.2 99.9 99.9 99.9

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①
犬猫の殺処分数（頭）

実績 45 18 139 86 20

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

目指す姿２　快適で暮らしやすい生活の実現

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
食品安全に関する研修会・懇談会等への
参加者数（人）

目標 9,000 9,000 9,000 9,000

実績 8,566 5,339 5,425 5,001 5,939

達成率 60.3% 55.6% 66.0%

出典：県調べ 指標の配点 0 0 0

②

【施策の方向性②】
秋田県生活衛生営業指導センターへの相
談件数（件）

目標 430

実績 513 318 483

430 430 430

506 515

達成率 112.3% 117.7% 119.8%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

17,000 17,000

③

【施策の方向性③】
動物愛護センターの入場者数（人）

目標 17,000 17,000

実績 52,070 34,586 8,492 9,968 13,620

達成率 50.0% 58.6% 80.1%

出典：県調べ 指標の配点 0 0 2

④

【施策の方向性④】
空き家の増加率（％）

目標 3.0 2.0 1.0 0.0

実績 8.9 1.9 0.3 8.2 6.8

達成率 190.0% -210.0% -480.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 0 0

⑤

【施策の方向性⑤】
携帯電話のサービスエリア外地域の地区
数（地区）

目標 25

31 28 15

出典：県調べ

8

22 19 16

達成率 140.0% 163.6% 157.9%

実績 8

指標の配点 4 4 4

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.00で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○通信事業者の自主整備等により、携帯電話の
サービスエリア外地域は減少してきているもの
の、採算性の理由から一部地域で整備が進んで
おらず不感地域が残っている。

県民が空き家問題を自分事として捉え早期に対応する気運
醸成を図るため、空き家相談会とセミナーを開催する。ま
た、市町村の指導・勧告等の行政措置や困難事案への対応
力向上による円滑な空き家対策を推進するため、関係団体
との連絡会議及び市町村職員を対象とした研修会を開催す
る。

人口減少と少子高齢化の進行を背景に、適切な
管理や利用がされない空き家が増加している。

猫の繁殖を防ぐため、住民が適正に管理する地域猫活動へ
の支援や獣医師会が行う犬猫の不妊去勢手術に対して助成
するなど、収容に繋がる事態を未然に防止する取組を進め
るとともに、適正飼養の啓発により、動物の命を預かる者
の責任を喚起し、安易な飼育放棄を防止する。また、動物
の譲渡に関する情報発信や、動物愛護団体との合同譲渡会
の開催等により、取組の中心となっている動物愛護セン
ターへの関心を高めるとともに、保護活動に対する県民の
理解を深める。

所有者の判明しない猫への安易な餌やりや無計
画な繁殖による多頭飼育崩壊により、収容され
る猫については、感染症等により譲渡不適切と
判断される割合が高い。一方、行政施設で飼養
困難なほど幼弱な猫の収容や、飼い主が終生飼
養の責任を果たせず犬猫の所有権を放棄する
ケースも少なくないことから、殺処分を行わざ
るを得ない状況が続いている。

生活衛生関係営業者への指導助言や講習等を行っている
（公財）秋田県生活衛生営業指導センターにおいて、相
談・指導体制の充実を図るほか、経営の安定に向けた融資
の斡旋を強化し、新たな技術の習得に向けた講習等を積極
的に開催する。また、後継者や担い手の育成に向けた中高
生等を対象とした出前講座や体験学習等の取組を拡充す
る。

人口減少や少子高齢化による利用者の減少、経
営者の高齢化など、生活衛生関係営業の経営を
取り巻く環境は厳しい状況が続いており、将来
に向けた経営の安定化や後継者の確保が困難な
状況が続いている。

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の浸透に向け、食品衛生責任
者を対象とした講習会の実施や個別相談による助言、簡易
な手引き書による普及啓発、監視時における指導・助言を
継続するほか、夜間帯にしか営業していない事業者を対象
とした巡回指導等を強化する。

前年度実績よりも研修会・懇談会の参加者数が
増え、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理等の浸透は
着実に行えている。しかし、業種や業態によっ
ては、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を実施して
いない、もしくは実施していても適切な運用が
できていない場合が多い。また、県ＨＡＣＣＰ
認証の新規取得数に関しても、年々減少傾向に
ある。

④

⑤

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

国や通信事業者が参画する協議会を通して基地局整備を要
望する等、関係団体と連携しながら不感地域の解消を進め
る。
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○ ○

○ ○

○ ○ 老朽化した公園施設の改修・更新等を進めるとともに、公
園施設の環境改善や各種イベント開催等についても効果的
に情報発信することにより、更なる公園利用者の増加に努
める。

都市公園利用者は増加傾向にあるものの、利用
者アンケートによると公園施設等の老朽化や情
報発信の不足に関する苦言、要望が散見され
る。

担い手不足への対応として、県と市町村で構成される生活
排水処理事業連絡会を活用し、W-PPPの導入や汚泥処理の広
域化・共同化の可能性を検討の上、県全体の生産性向上
（効率化）を図る。

県内において生産年齢人口の著しい減少が想定
されることから、自治体・民間ともに、生活排
水処理事業の運営における担い手不足が懸念さ
れる。

令和６年度第１次補正予算及び令和７年度当初予算の配分
により、県管理道路における未対策箇所への対応が可能と
なっため、警察等関係機関と連携しながら交通安全対策を
確実に実施するとともに、引き続き、必要な予算を国に対
し要望していく。

令和３年度の通学路における合同点検で抽出さ
れた要対策箇所の対策については、令和５年度
末までにおおむね完了するよう国から通達され
ており、グリーンベルト、注意看板等による暫
定対策率は100％となっているが、県管理道路に
おける令和６年度末の対策率は59％となってい
る。

目指す姿３　安らげる生活基盤の創出

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
通学路指定路線における歩道整備率
（％）

目標 47.1 47.4 47.6 47.8

実績 46.4 46.7 47.1 47.4 47.6

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性②】
生活排水処理場数（箇所）

目標 216

実績 233 226 214

206 202 200

208 206

達成率 100.9% 99.0% 98.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 3 3

目標 816

1,123

121.9% 115.6% 122.2%

918 919

4

実績 943 745 995 1,061

920

達成率

総合評価 評価理由

出典：県調べ 指標の配点 4 4

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.67で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

施策の
方向性 課題

③

【施策の方向性③】
県立都市公園の利用者数（千人）

今後の対応方針

①

③

②
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■基本政策３　自然環境

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

目指す姿１　良好な環境の保全

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

①

【施策の方向性①】
大気環境に係る環境基準達成率（光化学
オキシダント及びＰＭ2.5を除く）（％）

目標 100.0 100.0 100.0 100.0

実績 95.7 100.0 100.0 100.0 100.0

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性①】
水環境（三大湖沼を除く公共用水域）に
係る環境基準達成率（％）

目標 95.0

実績 89.0 92.4 94.8

95.0 95.0 95.0

94.8 95.7

達成率 99.8% 99.8% 100.7%

出典：県調べ 指標の配点 3 3 4

7.1 7.1

③

【施策の方向性②】
八郎湖のＣＯＤ75％値（湖心）（㎎/L）

目標 7.2 7.1

実績 9.0 6.7 6.0 8.0 7.4

達成率 116.7% 87.3% 95.8%

出典：県調べ 指標の配点 4 2 3

④

【施策の方向性②】
十和田湖の透明度（湖心）（ｍ）

目標 12.0 12.0 12.0 12.0

実績 10.9 11.9 8.8 10.8 11.8

達成率 73.3% 90.0% 98.3%

出典：県調べ 指標の配点 1 3 3

⑤

【施策の方向性②】
田沢湖のｐＨ（湖心）

目標 6.0

5.0 5.3 5.3

出典：県調べ

88.3%

実績 5.4 5.3

6.0 6.0 6.0

達成率 88.3% 90.0%

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

総合評価 評価理由

ｂ

公共用水域に係る常時監視を継続するとともに、前年度に
排水基準を超過した工場・事業場への立入検査を強化する
など、水環境の保全に向けた取組を推進する。

国が計画で定める高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分期
間の終了に向け、国が示す掘り起こし調査マ
ニュアルに基づく調査を完了しているが、予期
せず高濃度ＰＣＢ廃棄物が見つかっている。

高濃度ＰＣＢ廃棄物が発見された場合は、ＰＣＢ特措法に
基づき、引き続き保管事業者等を指導し、必要に応じ、代
執行により適正に処理する。

能代産業廃棄物処理センター処分場からの汚染
拡大防止のために設置した遮水壁内には、依然
としてＶＯＣにより高濃度に汚染された区域が
存在している。

指標の配点 2 3 2

能代産業廃棄物処理センター処分場周辺地下水等の早期改
善や安定化に向け、より効率的、効果的な手法を検討しな
がら、今後も継続して汚水処理等の環境保全対策を実施す
る。

②

十和田湖及び田沢湖については、一定程度の水
質が維持されているものの、十和田湖はＣＯ
Ｄ、田沢湖はｐＨの環境基準を達成できていな
い。

十和田湖については、青森県と連携して水質調査を実施
し、汚濁負荷要因対策を推進する。田沢湖については、玉
川酸性水中和処理事業を継続しながら、更なる改善のため
関係機関との情報交換を継続する。

八郎湖については、汚濁負荷量の流入は減少し
てきており、近年アオコの異常発生は見られて
いないものの、水質については横ばい傾向での
推移が続いている。

長期ビジョンである「恵みや潤いのある“わがみずう
み”」の実現を目指し、発生源対策や湖内浄化対策、アオ
コ対策等を継続して実施するとともに、無落水移植栽培等
の水質保全型農業の一層の普及促進を図るなど、実効性の
高い対策を推進する。

①

県内の水環境は、おおむね良好な状態を維持し
ているものの、一部の河川・湖沼・海域では環
境基準の達成に至っていない。

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.20で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

2020
（Ｒ２）

2025
（Ｒ７）

目指す姿２　豊かな自然の保全

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）

26,000

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

①

【施策の方向性①】
自然環境学習拠点施設等の利用者数
（人）

目標 29,000 32,000 35,000

127.5%

実績 34,879 24,326 38,649 36,988

達成率 148.7% 111.7%

35,741

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

1,798

1,800

実績 1,689 1,694

出典：県調べ

1,776

95.9% 97.2%

1,850 1,9001,750【施策の方向性②】
狩猟者の登録数（人）

目標

達成率 101.5%

ｂ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.50で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

1,727

総合評価 評価理由

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①
生物多様性の意味や重要性に対する県民の認
識・理解が十分とは言えないため、様々な形で
の普及啓発活動が求められる。

自然環境保全推進員等の高齢化により自然保護
に携わる人材の確保に苦慮しており、自然環境
の維持が困難になるおそれがある。

関係団体と連携して普及啓発を進めるなど、自然保護に関
わる人材の育成・確保に努める。

指標の配点 4 3 3

イノシシ及びニホンジカの生息域拡大に伴う農
林業被害の増加や、県内で確認された野生イノ
シシの豚熱（ＣＳＦ）感染の拡大による家畜へ
の伝染が懸念される。

捕獲の担い手となる新規狩猟者の確保・育成等を図るほ
か、越冬地や定着地における指定管理鳥獣捕獲等事業によ
り捕獲圧を強化する。

②

人の生活圏へのツキノワグマの出没が増加傾向
にあり、人身被害の発生など、人とクマに軋轢
が生じている。

野生鳥獣管理共生ビジョンに掲げる「人とクマが棲み分け
しながら共に歩む秋田」を目指し、有識者の意見を踏まえ
改定した第二種特定鳥獣管理計画（第６次ツキノワグマ）
に基づき、ゾーニング管理による分布抑制や人身被害・農
林業被害防止等の総合的な取組を推進する。

森吉山麓高原でのブナ林再生に向けた植栽や安本自然環境
保全地域における魚類観察会などの活動を通じて、自然保
護に関心を持つ県民の裾野を広げる。
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